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第１章 基本的な考え方 

 

１ 国土強靱化に向けたこれまでの取組 

 

小山町は、富士山を頂点とした富士外輪状の三国山系、北東方は丹沢山地、東南方は箱根

外輪山・足柄山嶺の標高１，０００ｍを超える山々に囲まれた緑豊かな自然環境と、豊富な

湧水、そして田園の広がりから恵みを受け、長い歴史を築いてきた。 

一方、台風等の豪雨による河川の増水などによる護岸の崩壊や土砂崩れ、道路や橋梁、農

地の崩壊など、幾度となく大きな被害をこうむってきた。 

また、南海トラフで発生する巨大地震や、相模トラフ沿いで発生する地震、富士山噴火な

どの自然災害の脅威を併せ持っている。 

そのような中、小山町では、平成１８年６月に静岡県が策定した「地震対策アクションプ

ログラム２００６」（実施期間：平成１８年度から平成２７年度）及び平成２５年６月に策

定した「地震・津波対策アクションプログラム２０１３」（実施期間：平成２５年度から平

成３４年度）に基づき、「小山町地震対策アクションプログラム２０１３」（計画期間：平

成２５年度から平成３４年度）を策定し、地震対策を推進している。 

 また、災害の様々な状況に柔軟に対応するために毎年改定する「小山町地域防災計画」に

より、地震、風水害、火山、大火事、大規模事故等の対策を策定し、小山町民等の「安心・

安全」のための防災対策に取り組んでいる。 

 

その主要な取組は以下のとおりである。 

 

（１） 防災協定の締結 

近隣市町や県外市町との相互応援協定の締結、及び公共機関・民間事業者との支援協定

の締結(災害情報提供、非常時災害放送、医療活動、社会インフラ、物資提供、物資輸送、

避難所、福祉避難所等)を実施している。 

（２） 広域防災協力体制の構築 

県
けん

際
ぎわ

３県（静岡県・山梨県・神奈川県）の市町村、及び自衛隊との協力体制を構築し

ている。 

（３） 町内各地区の被災時対応の自立と地区防災組織の強化 

災害発生後の地域における相互扶助による被災者救出活動、負傷者の応急手当や自力に

よる生活手段の確保を行い、地区毎の防災士の育成、風水害等に対する地域保全のための

防災活動等を推進している。また、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策

の実施による地域防災力向上を図るため、女性の参画を積極的に推進している。 

（４） 避難行動要支援者に対する共助体制の強化 

避難行動要支援者計画に基づき、要支援者名簿の作成・更新、行政・地域コミュニティ

との共有、要支援者を含む訓練等を地道に推進している。 

（５） 小山町災害対策本部の機能強化と２元化 

災害対策本部は、平成２７年度からリニューアルした総合文化会館に設置することとし

た。なお、災害形態に応じて、引き続き本庁舎においても災害対策本部を設置できる体制

をとっている。
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＜小山町地震対策アクションプログラム２０１３＞ 

本町では、平成２６年３月に、「南海トラフ巨大地震の被害想定」を踏まえた「地震対

策アクションプログラム２０１３」（計画期間：平成２５年度から平成３４年度）を策定

した。人命を守ることを最も重視し、地震対策をハード・ソフトの両面から可能な限り組

み合わせて充実・強化することにより、想定される被害をできる限り軽減すること、即ち

「防災」「減災」を目指して対策を進めている。 

「自助」「共助」「公助」の観点より、町が実施主体となるアクションはもとより、町

民、事業所、各種団体等が実施主体となるアクションについても可能な限り盛り込まれて

いる。 

主要な防災・減災アクションは、以下のとおりである。 

（１） 地震等から命を守る 

建物等の耐震化、命を守る施設等の整備、災害応急活動体制の整備、医療救援体制の強

化、災害時の情報伝達体制の強化、複合災害・連続災害対策の強化、地域防災力の強化 

（２） 被災後の町民生活を守る 

避難生活の支援体制の充実、救援物資等の確保 

（３） 迅速、かつ着実に復旧、復興を成し遂げる 

災害廃棄物などの処理体制の確保、被災者・被災事業者の迅速な再建のための施策 

 

２ 国土強靱化に向けたその他の取組 

 

＜「内陸のフロンティア」を拓く取組＞ 

静岡県では、南海トラフ巨大地震への備えや、さらに先を見据えた、事前復興1の考え

方に基づき、防災・減災と地域成長を両立させた、美しい品格ある地域づくりを進める

「内陸のフロンティア」を拓く取組により、県土の強靱化に努めている。 

小山町では、７地区が内陸フロンティア推進区域に指定され、「三来（みらい）拠点事

業」として、防災・減災と地域成長を両立させた地域づくりを進めている。 

 

（１） 再生可能エネルギーを活用した産業拠点整備事業推進区域 

木質バイオマスと太陽光のハイブリッド発電により、有事においては隣接する工業団地

等へ電力を供給する仕組みを構築し、災害に強く持続可能な分散自立型の地域づくりを推

進する。 

 地域資源である山林からの原木・間伐材を利用した木質バイオマスを中心とした、地域

循環型林業によるエネルギーの地産地消を目指し、工業団地を中心とした産業拠点を整備

することで地域雇用創出による地域活性化を図る。 

 立地企業と協定を締結し、有事の際は物資供給等、立地企業と連携した防災拠点を創出

する。 

                                                
1 「事前復興」には、二通りの意味がある。1つは、「災害が発生した際のことを想定し、被害の最小化につながる都市計画やまちづくりを

推進すること。減災や防災まちづくりの一環として行われる取り組みの一つである」と定義される。もう 1つは、「発災後、限られた時間内に

復興に関する意思決定や組織の立ち上げを急ぐ必要がある。そこで、復興対策の手順の明確化、復興に関する基礎データの収集・確認

などを事前に進めておくこと」と定義される。（山中茂樹「事前復興計画のススメ－この国の明日を紡ぐ」『研究紀要「災害復興研究」』第 1

号、2009年、181頁） 
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（２） （仮称）小山パーキングエリア・スマートインターを活用した地域産業集積事業推進区

域 

富士スピードウェイと連携したモータースポーツ関連産業の集積や観光施設の立地によ

る地域産業の活性化を図る。 

立地企業と協定を締結し、有事においては新東名高速道路（仮称）小山ＰＡ、富士スピ

ードウェイと連携した防災拠点を創出する。 

（３） 東名高速道路足柄サービスエリア周辺を広域都市交流拠点とした土地利用事業推進

区域 

東名高速道路足柄ＳＡに整備する（仮称）足柄スマートＩＣと連携した観光複合施設の

立地による広域都市交流拠点の機能強化を図る。 

立地企業と協定を締結し、有事において広域防災拠点として活用するとともに、新東名

高速道路（仮称）小山ＰＡと連携して防災機能の強化を図る。 

（４） 生活と自然が調和した「富士小山わさび平地区」推進区域 

自然と調和した優良田園住宅の基本方針に基づく住宅団地を整備し、雇用創出策と並行

した移住定住の促進を図る。 

地区内の研修所等と協定を締結することにより、地域住民や観光客の一時避難や災害復

旧支援者受入機能を確保し、地域防災力の強化を図る。 

（５） 南藤曲地区「家・庭一体の住まいづくり」推進区域 

自然と調和した家・庭一体の住宅団地を整備し、雇用創出策と並行した移住定住の促進

を図る。 

防災対応力の高い住宅団地を形成するため、区域内に避難地としてのパブリックスペー

スを確保する。 

（６） 富士山の眺望を生かした駿河小山駅周辺活性化事業推進区域 

駅周辺に人の流れを創出するとともに駅利用者の安全・安心を確保するため、情報発信

機能を強化し、観光情報に加え防災情報を提供する。 

立地企業と防災協定を締結し、有事においては立地企業と連携した防災拠点を創出する。 

（７） 富士山に抱かれた須走周辺地区観光活性化事業推進区域 

    観光交流の拡大のため、道の駅すばしり周辺や国道 138号に隣接する開発用地へ観光宿

泊施設の誘致を図り、新しい人の流れをつくるとともに、観光客に選ばれる地域の実現を

図る。 

また、有事に備え、陸上自衛隊富士学校等との連携や、地域住民と協働で防災力の強化

を図るとともに、立地企業等と災害時協力協定を締結し、誘致施設を観光客の一時避難地

として活用する。 
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図 1 

 

 

図 2 

…推進区域の範囲 
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＜小山町山地強靱化総合対策協議会＞ 

平成２２年の台風９号による災害発生以降、脆弱となった町内森林では山腹崩壊や火山

砂礫（スコリア）土砂の流出など、山地に起因する災害が頻繁に発生する状況となってお

り、山地災害の復旧、予防対策工事の実施及び森林整備の推進が急務となった。 

このため、本町では、平成２５年６月に、「小山町山地強靱化総合対策協議会」を発足

した。当協議会は、不老山地区、下谷・大沢地区、足柄地区、北郷地区、須走地区の５つ

のそれぞれの地域部会の活動を支援し、関係行政機関との連携を一層強化することにより、

災害に強い強靱な森林づくりを目指している。 

事業内容は下記のとおりである。 

（１） 継続的に活動できる組織づくりに向けた森林整備の推進 

（２） 森林整備に関する情報共有と施業集約化の推進 

（３） 林野庁による民有林直轄治山事業の推進(荒廃森林の復旧加速化) 

（４） 持続可能な地域循環型林業整備(「内陸のフロンティア」を拓く取組との連携) 

 

＜小山町まち・ひと・しごと創生総合戦略＞ 

平成２６年１１月、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

ることを目的とする「まち・ひと・しごと創生法」が公布された。同法では、国、都道府

県、市町村のそれぞれの団体において、まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関

する基本的方向等を定めることとされており、これを受け、国では同年１２月に「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定した。 

本町では、平成２７年１０月に、国の定めた総合戦略の内容を勘案しつつ、地域の実情

に応じた施策を「小山町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（計画期間：平成２７年度か

ら平成３１年度）として取りまとめた。当総合戦略は４つの基本目標と、これらを実現す

るための各施策からなるが、特に基本目標４：「様々な世代の町民が元気に安心して暮ら

せる環境を整備する」では、地域における防災機能の強化や三来（みらい）拠点事業によ

る広域防災拠点等の整備等の施策を推進する。 

また、国土強靱化及び地方創生の取組は、地域の豊かさを維持・向上させるという同じ

目的を有している。両者の相乗効果を高めるために、「小山町まち・ひと・しごと創生総

合戦略」と「小山町国土強靱化地域計画」は調和をとりながら推進していく。 
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３ 本町の地域特性 

＜町の自然条件＞ 

 位置及び境域 

小山町は、静岡県の北東部に位置して北西 

部は、富士山頂付近に達する。東は神奈川県、 

北は山梨県に接し、外周は三国連山系、箱根 

外輪山などに囲まれて東西に長くのびてい 

る。 

 

小山町地勢図 図 3 

 

 面積・人口等                           平成２８年４月現在 

東西 南北 面積 人口 世帯数 

26.04km 13.33km 135.74 ㎢ 19,197 人 7,516 

 

 地形・地質 

小山町の形状は、山地に囲まれた盆地状をなし、河川は源を富士山・箱根山系に発する

鮎沢川が、小山佐野川・須川・野沢川を合して東流している。地質は、宝永山から噴出し

た火山砂礫が厚い層をなして分布しその下部には関東ローム層に似た赤土が砂礫と交互に

堆積している。 

小山町内には、塩沢断層帯がある。 

 

 気象 

１月・２月にかけて寒さが厳しく、毎年多いところでは 20ｃｍの降雪を記録している。

７月・８月の盛夏になっても朝夕は涼しい。降雨日数は、年間 100 日位、雨量は、1,700

㎜内外で、平均風速は約 3.7ｍ/秒である。 

＜町の社会条件＞ 

 人口 

平成２８年４月現在の総人口は 19,197 人、世帯数は 7,516 世帯で、一世帯あたりの人

員は 2.6 人となっている。高齢化率は 27.3%(小山町人口調書４月１日付) 

 

 交通 

現在町内には、２本の国道と８本の県道がある。昭和４４年には、東名高速道路が、昭

和４７年には国道２４６号、平成元年には、東富士五湖道路が開通した。こうした道路網

の整備により交通量が増え、８月の平日最大で国道２４６号は一日およそ 21,700 台、国

道１３８号は 30,000 台の利用がある。（＊平成 26年 4月調べ） 

 

 

 

 

 

 

静岡県 

小山町 
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４ 国土強靱化地域計画策定の趣旨 

 

＜小山町国土強靱化地域計画の趣旨＞ 

国土強靱化地域計画とは、どんな自然災害等が起こっても機能不全に陥らず、いつまで

も元気であり続ける「強靱な地域」をつくりあげるための計画である。 

小山町では、「内陸フロンティア推進区域」の取組を推進するとともに、「小山町地震

対策アクションプログラム２０１３」に基づく地震対策等、国土強靱化の施策を積極的に

推進していく。 

また、国や県の支援策を最大限に活用し施策を実施するとともに、町民、事業者、各種

団体等による主体的な取組や協働を促し、着実に推進していく。 

 

５ 基本理念 

 

小山町では、防災・減災と地域成長を両立させる国土強靱化の趣旨を踏まえた地域づく

りを進める際に、町民・行政・民間事業者の「参加と協働」によるまちづくりの推進を図

り、町民の「安全・安心」を最優先とする必要がある。このため、「富士山頂のあるま

ち」「金太郎生誕の地」にふさわしい元気で、強く、安全な地域社会の実現を基本理念

とする。
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６ 国土強靱化の目標 

 

国の国土強靱化基本計画に定める目標と調和を図りつつ、既に国土強靱化地域計画を策定

した静岡県との連携を十分に考慮したうえで、以下を小山町の目標とした。 

 

＜基本目標＞ 

いかなる災害が発生しようとも、 

（１） 人命の保護を最大限図る 

（２） 地域社会の重要な機能の致命的な障害

の回避及び維持を図る 

（３） 町民の財産及び公共施設に係る被害の

最小化を図る 

（４） 迅速な復旧復興を図る 

 

＜事前に備えるべき目標＞ 

（１） 人命の保護 

（２） 迅速な救助・救急、医療活動等 

（３） 行政機能の確保 

（４） 情報通信機能の確保 

（５） 経済活動を機能不全に陥らせない 

（６） 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等

を確保するとともに、早期復旧を図る 

（７） 制御不能な二次災害を発生させない 

（８） 地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

（９） 防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくり 

 

７ 対象とする災害 

 

①駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する巨大地震、相模トラフ沿いで発生する巨大地震

（以下、「南海トラフ・相模トラフ巨大地震等」という）、②富士山噴火、③土砂災害・水

害等を含めた大規模自然災害を想定した計画とする。 

（１）地震 

南海トラフ・相模トラフ巨大地震等のうち、小山町では相模トラフ沿いで発生する地震が

最も被害が甚大で警戒が必要である。最大クラスの地震では、町域の約半分で震度７の揺れ

が予想される。 

一方で、広域被災が予想される南海トラフ等巨大地震等が発生した場合、国などの救援等

は、被害が大きい地域が優先されることから、当町が被災した場合には、一定期間自立する

ことが求められる。 

国土強靱化基本計画（国） 

 基本目標 

（１） 人命の保護が最大限図られること 

（２） 国家及び社会の重要な機能が致命的

な障害を受けず維持されること 

（３） 国民の財産及び公共施設に係る被害

の最小化 

（４） 迅速な復旧復興 

 

 事前に備えるべき目標 

（１） 人命の保護 

（２） 迅速な救助・救急、医療活動等 

（３） 行政機能の確保 

（４） 情報通信機能の確保 

（５） 経済活動を機能不全に陥らせない 

（６） 生活・経済活動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワー

ク等を確保するとともに、早期復旧を図

る 

（７） 制御不能な二次災害を発生させない 

（８） 地域社会・経済が迅速に再建・回復で
きる条件を整備する 
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なお、昭和５８年に発生した神奈川県西部地震では、小山町でも震度５を記録したことか

ら、活断層による地震についても被害が予想される。 

（２）富士山噴火  

活火山である富士山は、その活動の推移に注意する必要があるとともに、富士山噴火の中

でも、特に溶岩流、融雪型火山泥流、降灰を想定した対策が必要である。富士山噴火ハザー

ドマップでは、溶岩流が町域の１/３に、降灰と小さな噴石が全町域に影響を及ぼすと予想

されている。町域の６７％（約９，０００ha）の森林には、富士山宝永噴火時の火山砂礫

（スコリア）層が存在する。 

 

（３）土砂災害・水害等 

小山町内では、土砂災害警戒区域(急傾斜地)が５７箇所、土砂災害警戒区域(土石流)が４

７箇所指定されており、降雨時や地震時の災害が予想される。 

主要河川は、町の中央部を流れる鮎沢川であるが、支流の野沢川、須川、小山佐野川など

の河川の被害は局地的に発生する傾向にある。季節的には、６・７月の梅雨時に前線活動が

しばしば活発になり、大雨または局地的豪雨に見舞われることがある。また、８・９月にか

けては台風の接近や上陸により暴風雨、豪雨による災害が予想される。 

 

相模トラフ沿いの最大クラスの地震震度県内分布図 

 

図 4 （出典：静岡県第４次地震被害想定） 
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富士山ハザードマップによる避難対象エリア 

ライン４

ライン３

ライン16

ライン14

ライン15

ライン13
ライン12

ライン11

ライン５

ライン６

ライン７

ライン８

ライン９

ライン10

ライン１

ライン17

ライン２

影響想定範囲

第１次避難対象エリア

第２次避難対象エリア

第３次避難対象エリア

第４次Ａ避難対象エリア
第４次Ｂ避難対象エリア

 

図 5 この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承諾を得て、同院発行の 20万分１  

地勢図及び数値地図 50ｍメッシュ（標高）を使用した。（承認番号 平 25情使、第 717号） 
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８ 計画の位置づけ 

 

本計画は、国土強靱化基本法2第１３条の規定に基づく国土強靱化地域計画として、本町に

おける国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画として定め

るものであり、国土強靱化地域計画以外の国土強靱化に係る本町の計画等の指針となるべきも

のである。小山町国土強靱化地域計画の計画年度は、第４次総合計画後期基本計画と同様に平

成２８年度から平成３１年度までの４年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
2 国土強靱化基本法とは、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成 25年 12月

11日法律第 95号）のことである。 

国土利用計画 地域防災計画 

国
土
利
用
計
画 

調和 調和 

小山町第４次総合計画（Ｈ２３年度～Ｈ３１年度） 

地
震
対
策 

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム 

 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

… 

 

静岡県国土強靱化地域計画 

小山町国土強靱化地域計画 

 

国土強靱化基本計画 調和 

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略 

そ
の
他 

個
別
計
画 

地
域
防
災
計
画 
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第２章  起きてはならない最悪の事態と脆弱性評価 

 

１ 起きてはならない最悪の事態 

国土強靱化の基本目標達成に向け、国が国土強靱化基本計画に掲げる４５の「起きてはなら

ない最悪の事態」を参考に、本町で起こりうる３つの災害(地震、火山噴火、土砂災害・水害

等)と地域特性を踏まえ、以下のとおり３４項目のリスクシナリオを設定した。 

 

＜起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)＞ 

(１) 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

 (２) 富士山火山噴火による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり地域の脆弱性が

高まる事態 

 (３) 異常気象等による大規模な土砂災害、水害等による多数の死傷者の発生のみならず、後

年度にわたり地域の脆弱性が高まる事態 

 (４) 情報伝達の不備や災害に対する意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の

発生 

 (５) 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

 (６) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

 (７) 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

 (８) 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

 (９) 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食糧等の供給不足 

(１０) 医療施設及び関係者の被災・絶対的不足、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

(１１) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

(１２) 避難所が適切に運営できず避難者の安全確保ができない事態 

(１３) 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

(１４) 町の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

(１５) 被災者へのきめ細かな支援の不足による心身の健康被害の発生 

(１６) 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

(１７) テレビ・ラジオ放送の中継停止等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

(１８) サプライチェーンの寸断等による社会経済活動の停止、生産力の低下 

(１９) 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

(２０) 食料等の安定供給の停滞 

(２１) 電気、石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の長期にわたる停止 

(２２) 上水道等の長期間にわたる供給停止 

(２３) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

(２４) 地域交通ネットワークが分断する事態 

(２５) 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

(２６) 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

(２７) 貯水池、ため池の損壊・機能不全による二次災害の発生 

(２８) 森林等の荒廃による被害の拡大 

(２９) 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

(３０) 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

(３１) 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

(３２) 被災者の住居や職の確保ができず生活再建が大幅に遅れる事態 

(３３) 応急仮設住宅等の住居確保対策の遅延による避難生活の長期化 

(３４) 企業・住民の流出等による地域活力の低下 
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２ 脆弱性評価の考え方 

 

大規模自然災害等に対する脆弱性を分析・評価することは、必要な施策の効率的かつ効果的

な実施につながることから、国土強靱化を進める上で必要不可欠なプロセスである。 

国土強靱化基本計画においては、この規定に基づき実施された脆弱性の評価結果を踏まえ、施

策の推進方策が取りまとめられている。 

小山町における国土強靱化地域計画を策定するにあたり、施策の推進に必要な事項を明らか

にするため、国、県、先進他市が実施した評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイドライ

ン」を参考に、以下の枠組みにより脆弱性評価を実施した。 

 

【計画策定の流れ】 

STEP１ 地域を強靱化する上での目標の明確化 

STEP２ リスクシナリオ（最悪の事態）、強靱化施策分野の設定 

STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討 

STEP４ リスクへの対応方針の検討 

STEP５ 対応方策の重点化、優先順位付け 
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※下記に、「事前に備えるべき目標」ごとの「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

を参考までに示す。 

 

 

事前に備えるべき目標ごとの起きてはならない最悪の事態 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ) 

１ 大規模自然災害が

発生したときでも人命

の保護が最大限図られ

る 

1－1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

1－2 富士山火山噴火による多数の死傷者の発生のみならず、

後年度にわたり地域の脆弱性が高まる事態 

1－3 異常気象等による大規模な土砂災害、水害等による多数

の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり地域の脆弱

性が高まる事態 

1－4 情報伝達の不備や災害に対する意識の低さ等による避難

行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

２ 大規模自然災害発

生直後から救助・救

急、医療活動等が迅速

に行われる（それがな

されない場合の必要な

対応を含む） 

2－1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長

期停止 

2－2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2－3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等

の絶対的不足 

2－4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途

絶 

2－5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含

む）への水・食糧等の供給不足 

2－6 医療施設及び関係者の被災・絶対的不足、支援ルートの

途絶による医療機能の麻痺 

2－7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2－8 避難所が適切に運営できず避難者の安全確保ができない

事態 

2－9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の

輸送ができない事態 

３ 大規模自然災害発

生直後から必要不可欠

な行政機能は確保する 

3－1 町の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

3－2 被災者へのきめ細かな支援の不足による心身の健康被害

の発生 

４ 大規模自然災害発

生直後から必要不可欠

な情報通信機能は確保

する 

4－1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4－2 テレビ・ラジオ放送の中継停止等により災害情報が必要

な者に伝達できない事態 

５ 大規模自然災害発

生後であっても、経済

活動（サプライチェー 

ンを含む）を機能不全

に陥らせない 

5－1 サプライチェーンの寸断等による社会経済活動の停止、

生産力の低下 

5－2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネル

ギー供給の停止 

5－3 食料等の安定供給の停滞 

６ 大規模自然災害発

生後であっても、生

活・経済活動に必要最 

6－1 電気、石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の長期に

わたる停止 

6－2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

参考 
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低限の電気、ガス、上

下水道、 燃料、交通ネ

ットワーク等を確保す

るとともに、これらの

早期復旧を図る 

6－3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6－4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6－5 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

７ 制御不能な二次災

害を発生させない 

7－1 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

7－2 貯水池、ため池の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7－3 森林等の荒廃による被害の拡大 

８ 大規模自然災害発

生後であっても、地域

社会・経済が迅速に 再

建・回復できる条件を

整備する 

8－1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

8－2 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

8－3 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事

態 

8－4 被災者の住居や職の確保ができず生活再建が大幅に遅れ

る事態 

8－5 応急仮設住宅等の住居確保対策の遅延による避難生活の

長期化 

９ 防災・減災と地域

成長を両立させた魅力

ある地域づくり 

9－1 企業・住民の流出等による地域活力の低下 

 

３ 起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価結果 

 

起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)を回避するために必要な事前防災、及び迅

速な復旧復興等に資する施策群を「プログラム」として整理し、プログラムごとの現状(＊

１)と課題を「脆弱性評価結果」として以下にまとめた 。 

＊１：現状とは平成 26 年度末であるが、一部平成 24 年度末も含む 

 

凡例 (H26)：平成 26 年度末の意味 

 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護を最大限図る 

1－1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

【住宅の耐震化率向上】 

〇住宅の耐震化は居住者の生命、財産を守ることに加え、被災者の減少は発災後の早期復興に

もつながることから１棟でも多くの耐震化が早期に図られることが必要である。 

 

(昭和 56年 5月以前に建設された木造住宅で耐震性が確保された住宅の割合  77%(H26)) 

 

【家具の転倒防止・ガラスの飛散防止等の家庭内対策】 

〇地震による家具類の転倒での死傷者の発生を防ぎ、自らの命を守るため、家具の固定は重要

である。しかしながら、家具類を固定（家庭内の一部を含む。）している町民の割合は、６

６％（Ｈ２４年度末）であり、ガラスの飛散防止を含め、さらなる家庭内対策を図る必要が

ある。 

 

(家具類を固定している町民の割合                                        66%(H26)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合         51%(H26)) 



17 
 

【避難行動要支援者、町内在住外国人の安全確保】 

〇避難行動要支援者の安全を確保するため、避難行動要支援者の避難訓練の充実・促進、避難

行動要支援者避難支援プランの整備等を継続するとともに、町内在住外国人の防災訓練への

参加等を促進する必要がある。 

 

(地域防災訓練において避難行動要支援者が参加した自主防災会の割合       100%(H24)) 

(地域防災訓練等を活用した町内在住外国人のための防災研修の実施          0%(H24)) 

(避難行動要支援者名簿の更新                                           100%(H24)) 

 

【地域消防力の確保】 

〇大規模地震が発生した場合には、町内で多数の火災が発生する。町民への避難広報及び避難

誘導等が必要であるが、要員の確保率は未達であり、非番消防職員や消防団員の非常招集等

の備えが必要である。 

  

(救急救命士の確保率                                            94.6%(H26)) 

(消防団員の確保率                                             87.2%(H26)) 

 

【消防施設・設備の整備】 

〇地震発生時には、防火水槽が破損する可能性があるため、耐震性貯水槽の設置が必要であ

る。 

○大規模地震災害や火災から人命の保護を図るためには、平時から常備消防用防災資機材を整

備しておく必要がある。 

 

(耐震性貯水槽の整備率                                            75%(H26)) 

(常備消防用防災資機材の整備率                                        100%(H26)) 

(消防団用防災資機材の整備                                          100%(H27)) 

 

【事業所の防災意識の向上、防災教育の充実】 

〇各事業所の被害を最小限にするため、各事業所の防災意識の向上を図るとともに、従業員の

防災教育の充実を図る必要がある。 

 

(事業所の防災対策整備率                                               71%(H26)) 

 

【事業所等の地震対策強化】 

〇各事業所の被害を最小限にするため、各事業所の防災対策（地震防災応急計画の策定）を促

進する必要がある。 

 

(地震防災応急計画の策定率                                              72%(H26)) 

 

【町有公共建築物（公立学校の校（園）舎・体育館等を除く）の耐震化】 

〇公共建築物の耐震化は、建築物の倒壊を防ぐとともに、負傷者や避難者を減少させ、発災後

の応急対応や復興における社会全体の負担を軽減する効果があることから、早急に進める必

要がある。 

 

(町有施設公共建築物（小中学校を除く）（105棟）の耐震化率              66%(H24)) 

 

【公立学校の校（園）舎・体育館等の耐震化等の災害対策の推進】 

〇公立学校の校（園）舎等の耐震化は、倒壊や天井落下を防ぎ、児童・生徒の安全を確保する

とともに避難所を確保することなど、発災後の応急対応や復興における社会全体の負担を軽

減する効果があることから、早急に進める必要がある。 

 

(幼稚園舎・保育所の耐震化率（小・中学校 27棟は完了）                94.3%(H24)) 
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【幹線道路整備・橋梁等長寿命化修繕】 

〇幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進することにより、避難時のルートを確保す

る。また、狭隘町道において緊急車両の通行が可能となるよう幅員の確保が必要となる。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                   29%(H26)) 

 

【空き家等の適正管理】 

〇管理が不十分な老朽空き家について、除却や適性管理の指導等の対策が必要である。 

 

(危険空き家の指導件数                                                1件(H26)) 

 

1－2 富士山火山噴火による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり地域の脆弱性が高

まる事態 

【情報伝達体制の整備】 

〇平成２６年９月の御嶽山の噴火では、噴火警戒レベルが引上げられないまま突然の噴火で多

くの犠牲者が発生した。命を守るためには、噴火口から迅速に避難することが必要であり、

国からの危険情報を登山者等にまで迅速かつ効果的に伝達できるシステムを県と連携しつつ

構築する必要がある。 

 

(災害対策本部における衛星携帯電話の整備                100%(H25)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合            51%(H26)) 

 

【防災訓練の実施、避難計画の検証と住民への周知】 

〇富士山噴火避難計画の実効性を高めるため、富士山火山防災対策協議会と連携し、避難計画

の検証や連携体制の確認等を行うとともに、避難計画の住民への周知に努める必要がある。 

 

(広域避難計画や富士山噴火に係る町避難計画に基づく避難訓練の実施      100%(H26)) 

(避難対象となる住民等へ継続的に避難計画を周知（説明会開催、パンフレット配布）

100%(H26)) 

(関係機関共同による富士山火山の防災対策を推進する協議会参加           100%(H25)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【富士山須走口五合目の再整備】 

○須走口五合目に、噴火等災害時の登山者や観光客の避難、登山情報の提供等の機能を持った

「情報提供施設」や、周辺の駐車場、歩道等の面的整備を実施する必要がある。 

 

(須走口五合目の防災機能を高めるため、「情報提供施設」「駐車場」「歩道」など整備) 

10%(H27)) 

 

1－3 異常気象等による大規模な土砂災害、水害等による多数の死傷者の発生のみならず、後年

度にわたり地域の脆弱性が高まる事態 

【地域消防力の確保】 

〇大規模な土砂災害、水害が発生する恐れがある、また発生した場合には、町民への避難広

報、避難誘導及び人命救助等が必要であるため、救急救命士や消防団員の継続的な養成・確

保が必要である。特に、速やかに消防団員に情報伝達ができるよう、伝達手段の多重化、充

実を図る必要がある。 

 

○大規模な土砂災害、水害から人命の保護を図るためには、平時から消防用防災資機材を整備

しておく必要がある。 

 

(救急救命士の確保率                                            94.6%(H26)) 
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(消防団員の確保率                                             87.2%(H26)) 

(常備消防用防災資機材の整備率                                       100%(H26)) 

(消防団用防災資機材の整備率                                         100%(H27)) 

 

【森林の適正な整備】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念される。このため、鳥獣害対策を徹

底したうえで、間伐などの森林施業の着実な実施と荒廃した森林の再生を促進する必要があ

る。 

 

(山地災害を防止するための森林の整備率(町有林直営地)                   48%(H27)) 

 

【治山対策】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念される。このため、総合的かつ効果

的な治山対策を推進する必要がある。 

 

(山地災害の安全対策が必要な地区の治山施設の整備率                     72%(H27)) 

 

【普通河川対策】 

〇集中豪雨等により、普通河川が氾濫すると被害が拡大する恐れがあるため、定期的な点検や

修繕により、普通河川の適正管理を図る必要がある。 

 

【災害に強いまちづくり(急傾斜地崩壊防止対策)】 

〇急傾斜地崩壊防止対策事業の実施により、急傾斜地指定区域における土砂災害を防止する必

要がある。 

 

【地域・地区防災計画の整備・更新と訓練の実施】 

〇土砂災害から命を守る家庭内避難（垂直避難）など、命を守る取組のパンフレット等による

周知を図る必要がある。 

 

(小山町防災対策ガイドブックによる啓発                                    継続) 

 

〇町においては、土砂災害（特別）警戒区域１０４箇所（急傾斜地 ５７箇所、土石流 ４７

箇所）が指定されており、警戒避難体制の整備、地域住民への危険個所の周知、避難訓練等

の実施等の対策を進める必要がある。 

 

(全自主防災組織に対する地区別防災計画の説明及び作成に関する啓発        0%（H27)） 

(消防団、自主防災会に対する水防訓練                                      継続) 

(土砂災害危険地域の住民に対する訓練実施                                  継続) 

(上記訓練への自主防災会の参加率の向上) 

 

【農業水利施設の老朽化･機能向上対策と地域の排水強化対策】 

〇集中豪雨等により、集落や農地等へ浸水し、被害が拡大する恐れがある。このため、機能低

下した農業用排水施設等の整備・補強を進める必要がある。 

 

(ため池の耐震化                                                     25%（H27)） 
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1－4 情報伝達の不備や災害に対する意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発

生 

【災害関連情報の伝達手段の多様化、高度化】 

〇震災、風水害、異常降雨等多様な災害関連情報を迅速かつ確実に伝達するため、防災行政無

線（同報系・移動系）、災害情報共有システム（Ｌアラート）、エリアメール、緊急速報メ

ール、登録制メール（金太郎メール）、Yahoo!との協定による情報発信など多様化に努めて

いるところであり、情報インフラ等の環境の変化に応じて、さらに効果的な情報伝達手段を

構築するとともに、情報伝達訓練の実施により、システムの検証と住民への周知を促進する

必要がある。 

 

(各家庭への戸別受信機(アナログ)の設置率                               100%(H26)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合            51%(H26)) 

(災害対策本部における衛星携帯電話の整備                                100%(H25)) 

 

【防災意識の向上】 

〇 自然災害による被害を軽減するためには、町民一人一人が自分の住んでいる地域の危険度

を把握した上で、災害関連情報を正しく理解し、的確な避難行動を迅速に行うことが重要で

ある。 

このため、防災セミナー、出前講座の開催や広報誌等を活用した啓発活動、各種災害を想

定した防災訓練など多様な対策を実施するとともに、各中学校区での防災教育連絡会、学校

の通学合宿等での防災講話など、各種機会を活用し防災意識の向上を図る必要がある。 

 

(町立幼稚園、小・中学校（3 地区）と地域が連携した「防災教育推進のための連絡会議」

の開催                                                                100%(H24)) 

(町立幼稚園、小・中学校（3 地区）と地域が連携した防災活動（防災訓練）の実施 

100%(H24)) 

(自主防災会役員または防災士の女性がいる区の率                        27.5%(H26)) 

(男女共同参画の視点を入れた防災講座の開催                             100%(H26)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合            51%(H26)) 

 

【地域防災訓練の充実・強化】 

〇地域の防災体制の確立、地域防災力の向上及び町民の防災意識の向上を図るため、ＤＩＧ
3、ＨＵＧ4、イメージＴＥＮ5などを取り入れるほか、各孤立地域、地区の避難マップとそれ

に基づく訓練や各自主防協働による合同訓練等により、避難行動要支援者及び児童・生徒も

含めた町民の地域防災訓練への参画を促進する必要がある。 

 

(自主防災組織における地域防災訓練の実施率                             100%(H24)) 

(小・中学生の地域防災訓練への参加                                     100%(H24)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合            51%(H26)) 

 

【防災行政無線（固定系）のデジタル化】 

○防災行政無線（固定系）は、各家庭における、災害発生時の重要な情報受信設備である。確

実な避難誘導を行うため、戸別受信機のデジタル化を推進する必要がある。 

                                                
3 ＤＩＧ 災害図上訓練の一つであり、災害想像ゲーム（Disaster Imagination Game）の略称である。ワークショップ式で、地図上に地域

の危険箇所等を記入することで、災害時に発生しうる被害を可視化し対応を考えていく訓練。 

4 ＨＵＧ 避難所運営ゲーム（Hinanzyo Unei Game）の略称である。避難所の運営方法を検討することを目的として、避難者の年齢や性

別、国籍やそれぞれが抱える事情が記載されたカードを、避難所となる体育館や教室に見立てた平面図に、どれだけ適切に配置で

きるか等の避難所の運営を疑似体験するゲーム。 

5 イメージＴＥＮ 自主防災組織図上訓練（ Image Training & Exercise of Neighbourhood）の略称である。  自主防災組織本部の活動

について、時系列に沿って具体的に課題を検討することで疑似体験する訓練である。 
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(防災行政無線（固定系）のデジタル化                                    0%(H26)) 

 

【消防救急無線の高度化】 

○消防救急無線は、災害発生時の重要な情報受発信設備であり、確実な避難誘導や被災状況を

確認するため、消防救急無線のデジタル化を推進する必要がある。 

 

(消防救急無線のデジタル化                                            100%(H27)) 

 

【避難路の整備】 

〇災害時における広域避難地・一次避難地への避難路となる道路の整備が必要となる。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                    29%(H26)) 

 

２ 大規模自然災害発生直後から 救助・救急、医療活動等を迅速に行う（それがなされない場

合の必要な対応を含む） 

2－1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

【食料・飲料水等の備蓄促進】 

〇町では、食料等の緊急物資の備蓄を促進するとともに、町民に対して 7 日以上の食料、飲料

水の備蓄を呼びかけているが、ほとんどの家庭では不十分な状況である。様々な機会を捉え

て、日常生活で準備できる備蓄方法などの周知などを行い、備蓄率の向上を図る必要があ

る。事業所においては、遠距離通勤の従業員等を事業所内に留めておくことができるよう、

必要な備蓄を促す必要がある。学校においても、児童・生徒を保護者へ引き渡すまで学校に

とどまる場合に備え、食料・飲料水の備蓄を進める必要がある。併せて在宅避難者への対応

を整備する必要がある。 

 

(７日以上の食料を備蓄している町民の割合                             4.2%(H24)) 

(７日以上の飲料水を備蓄している町民の割合                           10.9%(H24)) 

(飲料水・食料を備蓄している事業所の割合                            24.9%(H24)) 

(町の緊急物資（食料）の備蓄量                                      41.0%(H24)) 

(町の緊急物資（食料以外）の備蓄量                               40.7%(H24)) 

 

【救援物資受け入れ体制の整備】 

〇県の受援計画及び町の地域防災計画に基づく救援物資の受け入れ体制について、訓練等を通

じて検証を行うとともに、災害時応援協定を締結する民間団体、事業所等との情報交換や連

絡窓口等の確認を定期的に行い。必要に応じて協定内容の見直しを行うなど、連携体制を強

化する必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合       51%(H26)) 

 

【応急給水体制の整備】 

〇日本水道協会や県、また東部４市２町の水道災害時における応援対策及び復旧対策を円滑に

遂行するため、相互応援の確立を目的とした協定があり、情報交換や訓練を実施し連携体制

を強化する必要がある。 

 

(水道災害時に、給水応援・復旧対策に対する協定の締結                  100%(H26)) 

 

【都市公園の避難地としての防災機能強化】 

〇都市公園は、緊急時の避難地など防災上重要な役割を担っていることから、適切に保全、活

用しオープンスペースを確保する必要がある。 

 

(町民一人当たりの都市公園面積                                5.6㎡/人(H26)) 
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【都市計画道路の整備】 

〇都市計画道路整備を行うことで高規格幹線道路等との道路ネットワークを構築することがで

き、防災上、安全で快適な生活道路を確保する必要性がある。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                   29%(H26)) 

 

2－2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

【孤立地域における通信手段の確保、ヘリ誘導訓練の実施】 

〇道路の寸断等により孤立した場合に備え、双方向の通信手段を確保するとともに、ヘリコプ

ターの誘導訓練を行う必要がある。 

 

(双方向の通信手段である防災行政無線(移動系)の全地区への設置率        100%(H26)) 

(孤立地域（８集落）におけるヘリ誘導訓練の実施                         0%(H24)) 

 

【橋梁等の長寿命化】 

〇災害時における孤立地域の発生を防ぐ幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進する

必要がある。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                     29%(H26)) 

 

【迂回路となりうる林道の整備、維持・管理】 

〇幹線道等の通行不能により、孤立地域が発生する恐れがある。このため、迂回路、避難路等

の役割が期待される林道の整備、維持・管理を進める必要がある。 

 

(迂回路の役割が期待させる林道について必要な情報が記載された調書の作成率  

0%(H27)) 

 

【都市公園等の防災機能強化】 

〇都市公園は、孤立地域における緊急患者の輸送や緊急物資の一時集積地、避難地など防災上

重要な役割を担っていることから、適切に保全、活用しオープンスペースを確保する必要が

ある。 

 

(町民一人当たりの都市公園面積                                  5.6㎡/人（H26)) 

 

2－3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

【自衛隊、警察、消防等との連携強化】 

〇災害時の支援を効果的に受け入れるため、各種訓練での協働、連絡会議等での意見交換等を

行うことにより、連携及び受援体制の強化を図る必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【地域防災力の充実・強化】 

〇広域災害では、支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の防災力の充

実・強化を図る必要がある。このため、防災資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織

を中心に地域の住民や学校、事業所などが協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取り

組みを促進する必要がある。 

 

(1名以上の防災士を配置する行政区数                                    45%(H26)) 

(自主防災リーダー研修（年 2回）                                      100%(H24)) 

(自主防災組織（40組織）の資機材充実) 
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【消防団員の能力向上】 

〇大規模災害発生時には、消防団の防災活動が、地域住民の命を守る上で、重要な役割を担っ

ていることから、能力向上のために各種災害を想定した訓練を実施する必要がある。 

 

(幹部教育・専科教育・指導員研修                                      100%(H27)) 

 

【消防施設・設備の整備】 

〇老朽化した消防団車庫詰所(1分団、7分団)の改築や耐震性貯水槽を整備する必要がある。 

 

(老朽化した車庫詰所の改築（1分団、7分団）                            71%(H27)) 

(耐震性貯水槽の整備                                                   75%(H26)) 

 

2－4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

【ライフライン機関との連携強化】 

〇エネルギー供給の長期途絶の回避及び被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議等

での情報交換や訓練を実施し、連携体制を強化する必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合             51%(H26)) 

 

2－5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食糧等の供給不足 

【事業所等における緊急物資備蓄、帰宅困難者対応のための協定締結】 

〇大規模災害発生時等において、帰宅困難者を極力発生させないため、交通機関や観光施設、

事業所等においては、当面の間、その施設や事業所内に利用者や従業員及び観光客等を止め

ておくことが必要となることから、飲料水や食料等の緊急物資の備蓄及び観光客等の一時的

な避難所としての協定を促進することが必要である。富士スピードウェイ、道の駅「ふじお

やま」・「すばしり」、（仮称）小山パーキングエリア、足柄サービスエリア、富士山五合

目等に人が滞留するリスクがある。 

 

(民間事業者との協定締結                                              24件(H26)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【道の駅の防災拠点化】 

〇大規模災害発生時において、観光客等の一時滞留者が当面の間留まることができるよう、駐

車場の拡幅、防災備品の備蓄及び防災情報の提供などの施設を充実することが必要である。 

 

(道の駅「ふじおやま」・「すばしり」の防災拠点化                        0%(H24)) 

 

2－6 医療施設及び関係者の被災・絶対的不足、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

【災害時医療救護体制の整備】 

〇災害医療コーディネーター・災害薬事コーディネーターとの連絡調整をする。医師会・歯科

医師会・薬剤師会をはじめ災害拠点病院と災害時の医療救護体制や医師や看護師派遣による

人材確保等を図る必要がある。 

 

(医療救護訓練回数                                                 年 1回（H27)) 

(救護所資機材の更新・充実                                           100%（H27)) 

(救護病院(2病院)における広域搬送トリアージ基準を用いた訓練の実施率  

100%（H25)) 

【DMATなどの受援体制の整備及び県の災害拠点病院との連絡体制の整備】 

〇町の病院の被災及び医師の不足などが予想されるため、DMAT の受援体制の整備及び県の災

害拠点病院との連絡体制を整備する必要がある。 

(地震対策オペレーションにて救護班要請訓練の実施                       100%(H27)) 



24 
 

2－7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

【防疫体制の整備、県災害時健康支援マニュアルの活用、感染症予防啓発】 

〇感染症の発生防止・防疫対策を一日でも早く取り組めるように県と市町が連携し、広域的に

対応できる支援体制及び平常時より県マニュアルに基づき町のマニュアルを整備するととも

に、発災後は、被災地において感染症予防の啓発を継続的に実施することが必要である。 

 

(予防接種率                                  ＭＲ1期 99.2%、ＭＲ2期 98.4%(H26)) 

 

2－8 避難所が適切に運営できず避難者の安全確保ができない事態 

【避難所の安全確保】 

〇避難者の安全の確保を図るため、避難所等建物の応急危険度判定の態勢を強化するととも

に、天井脱落防止、非常電源を確保するほか、避難所運営体制を整備する必要がある。 

 

(避難所の天井落下防止基準適合率                                      100%(H24)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

(地域住民・防災担当者・学校との連絡会議実施率                        100%(H24)) 

(避難所等への発電機の整備                                            100%(H24)) 

(避難所（10施設）で使用する資機材等を収納する防災倉庫を整備          60%(H24)) 

 

【福祉避難所の指定及び施設の充実】 

〇社会福祉施設や宿泊施設を活用し、高齢者、障害のある人、乳幼児、妊産婦その他特に配慮

を要する者（要配慮者）を避難させる「福祉避難所」としての協定締結及び施設の充実を促

進するとともに、町の福祉施設の充実を図る必要がある。 

 

(福祉避難所マニュアルの作成                                            0%(H24)) 

  (福祉避難所の介護ロボット導入台数                    0台(H26)) 

 

【避難所として指定された町の公共施設の機能の充実】  

〇避難所として指定された町の公共施設の情報機能・機器の充実や生活関連施設などを整備

し、避難所としての機能を充実する必要がある。 

 

(情報機器の整備(Wi-Fi・BSアンテナ)                            33%・55%(H26)) 

 

【自主防災組織による避難所運営能力の向上】 

〇避難者の安全確保のため、自主防災組織による HUG 等の訓練を促進し、防犯対策を含めた避

難所運営能力の向上が必要である。 

 

【動物救護体制の整備】 

〇災害時におけるペットの保護のため、動物救護体制の整備や同行避難時に必要なペット用品

の備蓄などの啓発を図る必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

2－9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

【道の駅の防災拠点化】 

〇大規模広域災害時においては、東名・新東名高速道路及び国道 246 号、国道 138 号は、受援

物資、応援部隊等の重要な進出経路であり、効果的に受援体制を確立するために、道の駅

「ふじおやま」・「すばしり」を広域防災拠点として整備する必要がある。 

 

(道の駅「ふじおやま」・「すばしり」の防災拠点化                        0%(H24)) 
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【幹線道路や都市計画道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕】 

〇救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態を防ぐため、幹線道路の整備及び橋梁等の

長寿命化修繕を推進する必要がある。また、都市計画道路整備事業等による、防災上安全で

快適な生活道路を確保する必要がある。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                   29%（H26)) 

 

【道路啓開体制の整備】 

〇緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関との連携により、情報収集・共有・提供

などのほか、事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）6策定を促進し、必要な体制整備を図る必要

がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【ヘリポートの活用に関する検証】 

〇緊急輸送路途絶した場合において、ヘリコプターを有効に運用するため、災害時に使用する

ヘリポートについて、訓練等により活用の検証を行う必要がある。 

 

(拠点ヘリポート離発着訓練                                            100%(H25)) 

(孤立地域（８集落）におけるヘリ誘導訓練の実施                         0%(H24)) 

 

【災害時応援協定を締結する事業所等との連携強化】 

〇道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する事業所等との意 

見交換、連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直し

を行うなど、連携体制の強化を図る必要がある。 

 

(民間事業者との協定締結                                              24件(H26)) 

 

【迂回路となりうる林道の整備、維持・管理】 

〇幹線道等の通行不能により、救急・救命活動や支援物資の輸送ができない恐れがある。この

ため、迂回路、避難路等の役割が期待される林道の整備、維持・管理を進める必要がある。 

 

(迂回路の役割が期待される林道について、必要な情報が記載された調書の作成率  

0%(H27)) 

 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

3－1 町の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

【町の防災拠点庁舎等の安全性の確保、防災機能の強化】 

〇防災拠点庁舎の更なる耐震性の強化や地震に備えた事務機器等の固定などの安全性確保のほ

か、必要な機能を維持するため、非常用発電機の 72 時間稼働の確保に必要な燃料の確保及

び再生可能エネルギー等の導入の検討が必要である。 

(町の防災拠点（10施設）における非常電源の整備                         30%(H24)) 

 

【町の業務継続に必要な体制整備】 

〇町の業務継続計画（ＢＣＰ）を作成するとともに、検証を行い、業務継続に必要な体制を整

備する必要がある。 

                                                
6 BCP（事業継続計画）は、Business Continuity Plan の略である。企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合

において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動

や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことである。行政機関において作成される BCPは、本来ＯＣ

Ｐ（Operational Continuity Plan）事業継続計画であるが、本計画ではＢＣＰ（業務継続計画）と表記する。 
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(業務継続計画（ＢＣＰ）の策定                       未作成(H26))※H27 年度に策定 

(町職員のための備蓄                                  50% (H26)) 

 

【各種実践的訓練の実施】 

〇危機対策にあたる要員を対象として、年間を通じて計画的に各種実践的な訓練を行うことに

より、業務の習熟を図る必要がある。 

 

(職員参集訓練、本部運営訓練                                               継続) 

 

【幹線道路整備・橋梁長寿命化修繕】 

〇幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進することにより、各避難所等の防災拠点へ

のルートを確保する必要がある。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                 29%（H26)) 

 

3－2 被災者へのきめ細かな支援の不足による心身の健康被害の発生 

【被災者の健康支援体制の整備】 

〇健康支援活動方針の決定、体制整備、方面本部への支援要請、関係機関・関係職種と連携に

よる活動が必要になる。 

 

(災害時健康支援マニュアルの見直し                                    100%(H25)) 

(被災者の心のケア対策の啓発                                       100%(H25)) 

 

【災害ボランティアの円滑な受け入れ】 

〇避難者等へのきめ細かな支援を行うボランティアを円滑に受け入れるため、災害ボランティ

ア・コーディネーターの養成を町社会福祉協議会と連携しつつ行うとともに、町災害ボラン

ティア本部等との連携体制の強化を図るための訓練等を行う必要がある。 

 

(災害ボランティアによる図上訓練などの研修を年 1回以上                  0%(H24)) 

(町民から活動可能なボランティア・コーディネーターを育成                0%(H24)) 

 

【遺体の適切な対応】 

〇遺体に関して、適切な対応を行うため、遺体処理計画の見直しや広域火葬体制の整備を図る

必要がある。 

 

(遺体処理計画の随時見直し                                            100%(H24)) 

(町広域火葬共同体制による防災訓練への参加                              0%(H24)) 

 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

4－1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

【防災拠点庁舎における非常電源・燃料の確保】 

〇電力の供給停止に備え、防災拠点庁舎において、防災行政無線等の情報通信施設の機能維持

に必要な非常電源及び燃料を確保する必要がある。 

 

(町の防災拠点（10施設）における非常電源の整備                         30%(H24)) 

 

【相互応援協定市町及び通信事業者との連携】 

〇電力復旧までの間又は情報システム復旧までは、必要な情報の収集や発信するために、相互

応援協定市町及び通信事業者との連携により、必要な情報の収集及び代行発信できる体制を

整備する必要がある。 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 
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【ふじのくに防災情報共有システムの適切な管理、システム研修の実施】 

〇災害時における県・関係機関等と情報を共有できる体制を維持するため、「ふじのくに防災

情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）」、県の研修等に参加し、システムの管理や操作に習

熟しておく必要がある。 

 

(職員研修参加率                                                      100%(H26)) 

 

4－2 テレビ・ラジオ放送の中継停止等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

【災害情報伝達手段の多様化】 

〇テレビ・ラジオ放送の中継機能を強化するとともに、中継が停止した際にも、住民に対して

災害関連情報の提供ができるよう、災害情報共有システム（Ｌアラート）や緊急速報メール

の活用を促進する必要がある。 

 

(情報機器の整備(Wi-Fi・BSアンテナ)                            33%・55%(H26)) 

 

【防災行政無線（固定系）のデジタル化】 

〇防災行政無線（固定系）は、各家庭における、災害発生時の重要な情報受信設備である。正

確な災害状況等の伝達を行うため、デジタル化を推進する必要がある。 

 

(防災行政無線（固定系）のデジタル化                                   0%（H26)) 

 

５ 大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に

陥らせない 

5－1 サプライチェーンの寸断等による社会経済活動の停止、生産力の低下 

【事業所等の事業継続の促進啓発】 

〇多くの製造業者は緊急時の原材料確保のための準備をしているが、短期間の業務中断のみを

想定したものが多く、サプライチェーンが長期間にわたり中断した場合においても、企業の

経済活動や生産力を維持する必要がある。 

 

(事業所(100人以上)の事業継続計画(ＢＣＰ)策定率                        29%(H24)) 

 

5－2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

【事業所等の事業継続計画（ＢＣＰ）作成の促進】 

〇事業所の業務停止により社会経済活動の停止を防ぐため、事業継続計画(ＢＣＰ)の作成を促

進し、早期に経済活動が再開できる体制を整備する必要がある。 

 

(事業所(100人以上)の事業継続計画(ＢＣＰ)策定率                        29%(H24)) 

 

【小山町「内陸フロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇町は、木質バイオマスと太陽光のハイブリッド発電施設整備を促進し、有事の際には隣接す

る工業団地等へ電力供給をする仕組みを構築する必要がある。 

 

(施設整備率                                                            0%(H26)) 

 

5－3 食料等の安定供給の停滞 

【食品等の販売・生産事業者及び流通事業者との連携強化】 

〇町内の農業生産事業者、食品加工事業者と防災協定を締結し、有事における食料品の供給体

制を整備する必要がある。 

 

(食品関係の協定事業者数                               2社(H26)) 
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【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇町は、内陸フロンティア推進区域における農業生産事業者、食品加工事業者と防災協定を締

結し、有事における食料品の供給体制の整備を図る必要がある。 

 

(指標無し) 

 

６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水

道、 燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る。 

6－1 電気、石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の長期にわたる停止 

【ライフライン機関との連携強化】 

〇エネルギー供給の長期途絶の回避及び被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議等

での情報交換や訓練を実施し、連携体制を強化する必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇分散自立的型エネルギーシステムの構築により、有事の際の必要電源の確保を図る必要があ

る。 

 

(企業進出数                                                         0社(H27)) 

 

6－2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

【災害時応援協定を締結する市町及び事業所等との連携強化】 

〇飲料水等の安定供給のため、災害時応援協定を締結する市町及び事業所等との意見交換、連

絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【上水道施設の耐震化等】 

〇災害時における上水道の機能確保を図るため、水道の取水施設（水源）、配水池や水道本管

の耐震化等を進める必要がある。 

 

(配水池の耐震化率                                                   60.9%(H26)) 

(水道本管の耐震化率                                                 19.7%(H26)) 

(重要な水源へ自家発電設備の整備                    7ヶ所(H26)) 

 

6－3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

【下水道施設の耐震化等】 

〇災害時における公衆衛生問題等の発生を防止するため、下水道施設の耐震化等を図る必要が

ある。 

 

(須走浄化センターの耐震化ランク                                       Ⅰa(H26)) 

(須走浄化センターへ自家発電設備の整備                 100%(H26)) 

(下水道本管の耐震化率                         100%(H26)) 

 

6－4 地域交通ネットワークが分断する事態 

【幹線道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕】 

〇幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進する必要がある。 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                     29%(H26)） 
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【迂回路となりうる都市計画道路や林道の整備、維持・管理】 

〇幹線道等の通行不能により、食糧等の輸送が停滞する恐れがある。このため、迂回路、避難

路等の役割が期待される林道の整備、維持・管理を進める必要がある。 

 

(迂回路の役割が期待させる林道について、必要な情報が記載された調書の作成率  

0%(H27)) 

 

【道路啓開体制の整備】 

〇緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携により、情報収集・共有・提供な

ど必要な体制整備を図る必要がある。 

 

  (「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合         51%(H26) 

(富士・駿東地区道路啓開勉強会への参加                                     継続) 

 

【災害時応援協定を締結する事業所等との連携強化】 

〇道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する事業所等との意見

交換、連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを

行うなど、連携体制の強化を図る必要がある。 

 

(民間事業者との協定締結                                              24件(H26)) 

 

6－5 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

【安全・安心な道路網の整備】 

〇信号機のない環状交差点（ラウンドアバウト）の整備を促進することにより、災害発生時に

おける交差点内での事故を防止する必要がある。 

 

(環状交差点（ラウンドアバウト）の整備                               0箇所(H26)) 

 

【災害時における交通モラルの啓発】 

〇平素から災害時における運転手や歩行者などの交通モラルの向上などを啓発することによ

り、信号機の全面停止等による重大交通事故を防止する必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

７ 制御不能な二次災害を発生させない 

7－1 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

【観光業、農業等の需要回復に向けた正確な情報発信】 

〇災害発生時及び富士山の噴火予報等の発令時における消費者の過剰反応による風評被害を防

ぐため、正確な被害情報を収集し、迅速かつ的確に提供するとともに、関係機関等と連携

し、町内農産物の販売促進や観光客の誘客など積極的な対策を講じる必要がある。 

 

(正確な情報収集と的確な情報発信                                        80%(H27)) 

 

7－2 貯水池、ため池の損壊・機能不全による二次災害の発生 

【貯水池、ため池の老朽化対策・機能強化】 

〇東京電力と貯水池の監視・連絡体制の強化を図る必要がある。また、農業用ため池が機能低

下等により決壊し、浸水被害が拡大する恐れがあるため、機能低下したため池の整備・補強

を進める必要がある。 

 

(東京電力との連絡体制の維持                                               継続) 

(ため池の点検・診断の実施割合                                         67%(H26)) 
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7－3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

【森林の適正な整備】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念される。このため、鳥獣害対策を徹

底したうえで、間伐などの森林施業の着実な実施と荒廃した森林の再生を促進する必要があ

る。 

 

(山地災害を防止するための森林の整備率（町有林直営地）                48%（H27)) 

 

【治山対策】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念される。このため、総合的かつ効果

的な治山対策を推進する必要がある。 

 

(山地災害の安全対策が必要な地区の整備率                              72%（H27)) 

 

８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に 再建・回復できる条件を整備

する 

8－1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【災害廃棄物処理基本計画の策定】 

〇災害時に大量発生する廃棄物の処理を円滑にするため、計画を策定するとともに事業者の事

業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進する必要がある。 

 

(災害廃棄物処理基本計画の策定                                          0%(H26)) 

 

8－2 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【地域における防災人材の育成・活用】 

〇地域コミュニティの強化を図るため、自主防災組織を中心に地域の住民や学校、事業所など

が協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取り組みを促進する必要がある。 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合           51%(H26)) 

 

【生活安全環境の整備・指導の実施】 

〇小山町生活安全のまちづくり推進協議会の取組に協力し、災害発生時の治安の悪化を防止す

る必要がある。 

 

(各地区防犯連絡協議会の事業の支援（事務局）                         3団体(H26)) 

 

【犯罪の未然防止】 

〇被災後の犯罪を未然に防止するため、防災連絡協議会や自主防災組織、消防団等による巡回

を強化する。また、防犯灯や防犯カメラなどの整備・充実を図る必要がある。 

(防犯灯の新設数                                                      10基(H26)) 

 

【同報無線や登録制メールによる情報発信】 

〇犯罪発生情報の迅速な発信により、町民の防犯意識を高める必要があるが、メール受信登録

者数は少ないのが現状である。 

 

(メール受信登録者数                          0人(H26)) 

(防災行政無線（固定系）のデジタル化                                  0%（H26)) 
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8－3 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【幹線道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕】 

〇速やかな復旧・復興を実施するため、幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進する

必要がある。 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合                     29%(H26)) 

 

8－4 被災者の住居や職の確保ができず生活再建が大幅に遅れる事態 

【計画的で効率的な土地利用の推進】 

〇市街化区域内の未利用地を把握し、有効活用に結び付けるとともに、民間活力による適正な

土地利用の推進により、職の確保や生活再建に寄与することが必要である。 

 

(「計画的な土地利用が行われている」と回答する町民の割合                25%(H26)) 

 

【町営住宅等長寿命化計画に基づく町営住宅の活用】 

〇個別改善が実施され長寿命化が図られた住宅において空き家がある場合、効率的な町営住宅

の運営のためにも被災者に対して優先的に賃貸していく必要がある。 

 

(長寿命化対応がされた住棟率                                            4%(H24)) 

 

【被災者の雇用対策の実施】 

〇企業懇話会等及びハローワークなどの関係機関との連携を強化するとともに、事業所の事業

継続計画（ＢＣＰ）の作成を促進し、早期復職を図る必要がある。 

 

(ハローワークとの連絡体制の確立、事業継続計画（ＢＣＰ）の作成促進      30%(H27)) 

 

8－5 応急仮設住宅等の住居確保対策の遅延による避難生活の長期化 

【発災後の仮設住宅用敷地の早期確保】 

〇被災者の避難所生活の早期解消のため、平素から仮設住宅用建設適地を把握し、発災後の速

やかな敷地を確保することが必要である。 

 

【町営住宅等長寿命化計画に基づく町営住宅の活用】 

〇個別改善が実施され長寿命化が図られた住宅において空き家がある場合、効率的な町営住宅

の運営にため被災者に対して優先的に賃貸していく必要がある。 

 

(長寿命化対応がされた住棟率                                             4%(H24)) 

 

９ 防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくり 

9－1 企業・住民の流出等による地域活力の低下 

【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における「三来（みらい）拠点」事業】 

○国の国土強靱化基本計画にあるように、「有事に備えた取組が平時における産業振興や地域

活性化に寄与」するような工業団地等の整備を行い、有事に強い産業基盤の構築を図るとと

もに、大規模災害に係る復旧・復興段階をも事前に見据えた、安全・安心で魅力ある地域づ

くりを行う必要がある。 

 

(企業進出数                                                           0社(H27)) 

 

【良質な宅地供給】 

○安心して生活ができるよう、良質な宅地を供給する必要がある。 

 

(町による宅地分譲数                                                 8区画(H26)) 
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【地域コミュニティの活性化の推進】 

○災害発生後の地域における相互扶助による救出活動等を円滑に行うためには、地域コミュニ

ティ力を強化する必要がある。 

 

(「地域コミュニティが活発である」と回答する町民の割合                 29%(H26)) 
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第３章  国土強靱化のためのプログラム推進計画 

 

１ プログラム推進において配慮すべき重要課題  

 

起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)を回避するために必要な事前防災、及び迅速

な復旧復興等に資する施策群を「プログラム」として整理したが、これら施策の中には複数の

プログラムに共通するなど、プログラムを推進する上で特に配慮すべき重要な課題として、

次の４つが挙げられる。 

小山町の国土強靱化を図るためには、この配慮すべき重要な課題を念頭において、総合

的かつ計画的に施策推進に取り組む必要がある。 

 

＜配慮すべき重要課題＞  

（１）事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり  

本町では、平成２６年度に、「南海トラフ巨大地震等の被害想定」を踏まえた「地震対

策アクションプログラム２０１３」を策定し、人命を守ることを最重視し、地震対策をハ

ード・ソフトの両面から充実・強化し、「減災」を目指して、①地震等から命を守る、②

災害後の町民生活を守る、③迅速かつ着実に復旧・復興を成し遂げる、等の減災アクショ

ンを進めることにより「安全・安心」な町づくりを進めてきた。 

一方で、「魅力ある地域づくり」のためには、有事に備えた取組が平時における産業振

興や地域活性化に寄与するような施策の推進が求められる。 

このような課題に対し、県の「内陸のフロンティア」を拓く取組において、本町は「三

来拠点事業」として、 

①有事に強い生活環境の確保 

②有事に強い広域ネットワークの構築 

③有事に強い産業構造の構築 

を目指し、防災・減災と地域成長を両立させた地域づくりに、県や関係団体と連携し、一

体となって取り組んでいく。 

有事の防災対策だけでなく平時の地域の活性化にも資する本取組は、全国の国土強靱化

のモデルともなりうるものであり、さらに推進していく必要がある。 

 

（２）超広域災害に備えた地域防災力の強化、民間との連携  

災害対応は、町民一人ひとり、事業所それぞれが主体的に取り組む「自助」、地区防災

組織(自主防災会)を中心に地域の住民や事業所、学校などが協力して取り組む「共助」が

基本である。 

南海トラフ・相模トラフ巨大地震等の超広域災害では、東日本大震災の例でも明らかな

ように、地域の消防や警察だけでは十分な救出・救助活動ができない事態となり、広域支

援についても遅れや不足が生ずることが想定される。これには、家庭の避難計画、防災用

品の購入促進及び自力による生活手段の確保や、自主防災会による活動、地区防災計画の

作成及び訓練等を推進し、家庭や地域の防災力の一層の強化を図る必要がある。 

さらに、自主防災会を中心とした地域コミュニティの強化は、避難行動や初期消火、救
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出・救助等の災害対応力の向上のみならず、避難所運営や応急仮設住宅でのきめ細やかな

支援や、地域の復興を迅速かつ円滑に進めることにも寄与する。 

このため、住宅の耐震化や家具の固定等の家庭内対策の促進等に努めるとともに、地域

の防災用資機材の整備や実践的な訓練の実施、自主防災会と学校、事業所などの連携・協

働、地域防災の担い手となる人材の育成、各行政区に 1 名以上の防災士育成・配置等を図

る必要がある。 

また、国土強靱化を進めるうえでは、行政のみならず、ライフライン関係事業者による

施設の耐震対策や復旧体制の整備、災害時応援協定に基づく支援物資の輸送、さらには、

地域の経済活動・雇用の継続を図るための各事業所の取組など、民間事業者の主体的な取

組が不可欠である。 

このため、平時から、ライフライン関係事業者や災害時応援協定を締結している事業者

との情報共有や訓練の実施などにより、連携体制を強化するとともに、事業所の防災・減

災対策や事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進する必要がある。 

 

（３）地域交通ネットワークの機能や代替性の確保 

本町は、東名高速道路や新東名高速道路など、国土の大動脈となる基幹的交通インフラ

が通過するとともに、東名高速道路足柄サービスエリア、新東名高速道路（仮称）小山パ

ーキングエリアのスマートＩＣ化により、大規模災害時における救助・救援活動や支援物

資の輸送等の機能を担う「命の道」となることが大いに期待されている。また、足柄サー

ビスエリア（下り線）は広域進出拠点として位置付けられ、警察庁、消防庁及びＤＭＡＴ

参集場所として指定されている。 

また、国道２４６号、国道１３８号は、東名高速道路や新東名高速道路の代替機能を有

することから、適切な整備と維持管理を進める必要がある。また、沿道にある２つの「道

の駅」は、災害時の防災拠点として活用するため、その整備を促進する必要がある。 

さらに、町道を含む地域内交通軸は、小山、足柄、北郷、須走の各地域及び町内の拠点

を結ぶ道路であり、緊急輸送路として避難や救急・救命活動、支援物資の輸送等にとって

重要な役割を果たすことから、安全・安心な道路を目指した整備と適切な維持管理を進め

る必要がある。 

 

（４）魅力ある地域づくり 

本町では、人口減少、少子高齢化が進行し、地域の活力低下が課題となっている。 

一方で、本町は首都圏からのアクセスがよく、さらに、平成３０年度を目標に東名高速

道路足柄ＳＡへのスマートＩＣの設置、平成３２年度を目標に新東名高速道路（仮称）小

山ＰＡへのスマートＩＣの設置に向けて取り組んでおり、この実現により、交通ネットワ

ークはますます充実する。 

これに加え、製造業を中心とする事業所が多数立地するとともに、豊かな自然環境や世

界遺産富士山をはじめとする多くの観光資源を有していることから、交通ネットワークの

充実により、地域産業の発展、交流人口の増大が期待される。 

こうした本町の高いポテンシャルを最大限に活用し、中長期的な視野に立って、元気で、

明るく、豊かなまち「富士山金太郎未来タウン」構想の実現に向け、平成２７年１０月に

「小山町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、三来拠点事業による産業集積を核

とした雇用機会の創出、定住・移住の促進、結婚・出産・子育て環境の整備、町民が安心
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して暮らせるように、地域における防災機能の強化や広域防災拠点等の整備を官民一体と

なって取り組んでいく必要がある。 

 

２ プログラムの重点化 

限られた資源により効率的・効果的に国土強靱化を推進するためには、施策の優先順位づけを行

い、優先順位の高いものについて重点化しながら進める必要がある。本計画では、プログラム単位で

施策の重点化を図ることとし、町の役割の大きさ、影響の大きさと緊急度の観点から、１２の重点化すべ

きプログラムを選定した。 

この重点化したプログラムについては、その重要性に鑑み、進捗状況等を踏まえつつ、取組の一層

の推進に努めるものとする。 

 

No 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

１ 1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

２ 1-2 
富士山火山噴火による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり地域の

脆弱性が高まる事態 

３ 1-3 
異常気象等による大規模な土砂災害、水害等による多数の死傷者の発生のみな

らず、後年度にわたり地域の脆弱性が高まる事態 

４ 1-4 
情報伝達の不備や災害に対する意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数

の死傷者の発生 

５ 2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

６ 2-3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

７ 2-6 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の

麻痺 

８ 2-9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

９ 3-１ 町の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

１０ 4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

１１ 6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

１２ 9-1 企業・住民の流出等による地域活力の低下 
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３ プログラム推進計画  

 

基本目標を達成するため、３４の「起きてはならない最悪の事態」(プログラム)ごとに、主

要施策の推進計画をまとめた。 

推進計画については、プログラムの進捗状況を可能な限り定量的に把握できるよう、プログ

ラムごとに重要業績指標（ＫＰＩ）を設定するとともに、プログラムの進捗状況等を踏まえ、

必要に応じて継続的に見直すこととする。 

なお、１２の重点プログラムに該当するものは色かけをし、施策は、別紙「強靱化施策分野

ごとの施策」としてまとめている。 

また、重要業績指標の目標達成年度は、現在の本町の基本的な計画（総合計画、地震対策アクショ

ンプログラム）により設定しているため、異なっている。 

 

(       )：重要業績指標（KPI） 

 (H26)：平成 26 年度末 の意味 

 (XX%(H26)→YY%(H34))：(現状→目標) 

表中の[ ]は、取組の優先順位順に取組主体を表している 

 

１．大規模自然災害が発生したときに人命を最大限保護する 

1－1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

【住宅の耐震化率向上】 

〇町は、住宅の倒壊による死傷者を出さないために、補助金制度の周知等により住宅の耐震化

率向上を図ります。町民の皆さんは、補助金制度の活用による自宅の耐震性評価や耐震工事

を行ってください。[町民] [民間] [行政] 

・住宅・建築物安全ストック形成事業（小山町既存建築物耐震性向上事業、小山町木造住宅耐

震補強助成事業）の促進 

・プロジェクト TOKAI－０（小山町既存建築物耐震性向上事業、小山町木造住宅耐震補強助成

事業）の促進 

 

(昭和 56年 5月以前に建設された木造住宅で耐震性が確保された住宅の割合 

77%(H26)→90%(H31)) 

【家具等の転倒防止・ガラスの飛散防止対策】 

〇町は、家具等の転倒やガラスの飛散による死傷者を出さないため、家具等の転倒防止につい

て、町民に対し助成を行い、ガラスの飛散防止対策については一層の啓発に努めます。町民

の皆さんは、想定される被害の重要性を理解し、助成制度をうまく活用することにより、対

策を講じてください。[町民] [民間] [行政] 

 

(家具類を固定（家庭内の一部を含む）している町民の割合     66%(H26)→100%(H34)) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

 

【避難行動要支援者、町内在住外国人の安全確保】 

〇町は、避難行動要支援者の安全を確保するため、避難行動要支援者の避難訓練の充実・促

進、避難行動要支援者避難支援プランの整備等を継続するとともに、町内在住外国人の防災

訓練への参加等を促進します。[町民] [民間] [行政] 

 

(地域防災訓練において避難行動要支援者が参加した自主防災会の割合 

100%(H24) →継続) 
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(地域防災訓練等を活用した町内在住外国人のための防災研修の実施 

0%(H24)→100%(H34)) 

(避難行動要支援者名簿の更新                      100%(H24)→継続) 

 

【地域消防力の確保】 

〇大規模地震が発生した場合には、町内で多数の火災が発生します。町は、町民への避難広報

及び避難誘導等を行う必要があるため、非番消防職員や消防団員の非常招集等の体制を整備

します。また、町民と民間事業者などと協働して、平時から火災予防、被害軽減のための取

組を推進します。[行政] [町民] [民間] 

 

(救急救命士（37人）の確保                    94.6%(H26)→100%(H34)) 

(消防団員の確保                         87.2%(H26）→90%(H34)) 

 

【消防施設・設備の整備】  

〇地震発生時には、防火水槽や水道管が破損する可能性があります。町は、耐震性の貯水槽の

設置を促進するとともに、常備用消防資機材の整備を図ります。[行政] 

 

(耐震性貯水槽の整備                         75%(H26) →100%(H34)) 

(常備消防用防災資機材の整備                      100%(H26）→継続) 

(消防団用防災資機材の整備                       100%(H27）→継続) 

 

【事業所の防災意識の向上、防災教育の充実】 

〇各事業所は、それぞれの被害を最小限にするため、従業員の防災意識の向上を図るととも

に、従業員の防災教育の充実を図ります。町は、各事業所の防災意識向上のために、啓発や

支援を行います。[民間] [行政] 

 

(事業所の防災対策整備率                        71%(H26)→100%(H34)） 

 

【事業所等の地震対策強化】 

〇各事業所は、それぞれの被害を最小限にするため、各事業所の防災対策（地震防災応急計

画）の策定と従業員の防災意識の向上、防災教育の充実を図ります。[民間] [行政] 

  

(地震防災応急計画の策定率                         72%(H26)→100%(H34)) 

 

【町有公共建築物（公立学校の校（園）舎・体育館等を除く）の耐震化】 

〇公共建築物の耐震化は、建築物の倒壊を防ぐとともに、負傷者や避難者を減少させ、発災後

の応急対応や復興における社会全体の負担を軽減する効果があるため、町として、公共建築

物の耐震化を推進します。[行政] 

 

(町有公共建築物（小中学校を除く）（105棟）の耐震化率    66%(Ｈ24)→100%(Ｈ34)) 

 

【公立学校の校（園）舎・体育館等の耐震化等の災害対策の推進】 

〇公立学校の校（園）舎等の耐震化は、倒壊や天井落下を防ぎ、児童・生徒の安全を確保する

とともに、避難所を確保することなど、発災後の応急対応や復興における社会全体の負担を

軽減する効果があることから、早急に推進します。[行政] 

 

(幼稚園舎・保育所の耐震化（小・中学校 27棟は完了）      94.3%(H24)→100%(H34)) 

 

【幹線道路整備・橋梁長寿命化修繕】 

〇町は、幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進することにより、避難時のルートを

確保します。また、狭隘町道において緊急車両の通行が可能となるよう、幅員を確保しま

す。[行政] 
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 ・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合が快適であると回答する町民の割合 

29%(H26)→50%(H31)) 

【空き家等の適正管理】 

〇町は、管理が不十分な老朽空き家について、除却や適正管理の指導等の対策を推進します。

[行政] 

 

(危険空き家の指導件数                               1件(H26)→10件（H34)) 

 

1－2 富士山火山噴火による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり地域の脆弱性が高

まる事態 

【情報伝達体制の整備】 

〇平成２６年９月の御嶽山の噴火では、噴火警戒レベルが引上げられないまま突然の噴火で多

くの犠牲者が発生しました。命を守るためには、噴火口から迅速に避難することが必要であ

ることから、町は、国からの危険情報を登山者、山小屋等に迅速かつ効果的に伝達できるシ

ステムを県と連携して構築します。 [行政] [民間] 

 

(災害対策本部における衛星携帯電話の整備                 100%(H25)→継続) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【防災訓練の実施、避難計画の検証と町民等への周知】 

〇町は、富士山噴火避難計画の実効性を高めるため、富士山火山防災対策協議会と連携し、避

難計画の検証や連携体制の確認等を行うとともに、避難計画の町民等への周知に努めます。

[行政] [民間] [町民] 

 

(広域避難計画や富士山噴火に係る町避難計画に基づく避難訓練の実施 

100%(H26)→継続) 

(避難対象となる住民等へ継続的に避難計画を周知（説明会開催、パンフレット配布） 

100%(H26)→継続) 

(関係機関共同による富士山火山の防災対策推進する協議会参加     100%(H25)→継続) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【富士山須走口五合目の再整備】 

〇町は、須走口五合目観光案内所の機能を見直し、噴火等災害時の登山者や観光客の避難、登

山情報の提供等の機能を持った「情報提供施設」や、周辺の駐車場、歩道等の面的整備を推

進します。[行政] 

 

(須走口五合目の防災機能を高めるため、情報提供施設・駐車場・歩道などの整備 

                                    10%(H27)→100%(H31)) 

 

1－3 異常気象等による大規模な土砂災害、水害等による多数の死傷者の発生のみならず、後年

度にわたり地域の脆弱性が高まる事態 

【地域消防力の確保】 

〇大規模な土砂災害、水害が発生または予想される場合には、町は、町民への避難広報及び避

難誘導等を行う必要があるため、非番消防職員や消防団員の非常招集等の体制を整備しま

す。また、町民と民間事業者などと協働して、平時から被害軽減のための取組を推進しま

す。[行政] [町民] [民間] 
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○町は、大規模な土砂災害、水害から人命の保護を図るために、平時から消防用防災資機材を

整備します。[行政] 

 

(救急救命士（37人）の確保                    94.6%(H26)→100%(H34)) 

(消防団員の確保                          87.2%(H26)→90%(H34)) 

(常備消防用防災資機材の整備率                                   100%(H26)→継続) 

(消防団用防災資機材の整備率                                    100%(H27)→継続) 

 

【森林の適正な整備・治山対策】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念されます。このため、町は、鳥獣害

対策を徹底したうえで、間伐や荒廃した森林の再生等、総合的かつ効果的な治山対策を推進

します。[行政] 

・有害鳥獣対策事業、林道整備事業、治山事業の推進 

・民有林直轄治山事業の促進 

 

(山地災害を防止するための森林の整備率（町有林直営地）     48%(H27)→80%(H34)) 

(山地災害の安全対策が必要な地区の整備率            72%(H27)→90%(H34)) 

 

【普通河川対策】 

〇集中豪雨等により、普通河川が氾濫すると被害が拡大する恐れがあります。町は、普通河川

維持管理事業により定期的な点検や修繕に努め、普通河川の適正管理を推進します。[行政] 

 

・普通河川維持管理事業を継続実施 

 

【災害に強いまちづくり(急傾斜地崩壊防止対策)】 

〇町は、急傾斜地指定区域における土砂災害を防止するために、急傾斜地崩壊防止対策事業計

画に基づき対策を図ります。[行政] 

 

・事業計画に基づき急傾斜地崩壊防止対策事業を継続実施 

・住宅・建築物安全ストック形成事業（小山町既存建築物耐震性向上事業、小山町木造住宅耐

震補強助成事業）の促進 

・プロジェクト TOKAI－０（小山町既存建築物耐震性向上事業、小山町木造住宅耐震補強助成

事業）の促進 

 

【地域・地区防災計画整備・更新と訓練の実施】 

○町は、土砂災害から命を守る家庭内避難（垂直避難）など、命を守る取組のパンフレット等

による周知を図ります。[行政] [町民] 

 

(小山町防災対策ガイドブックによる啓発                                     継続) 

 

〇町においては、104 箇所の土砂災害(特別）警戒区域が指定されています。町は、水害・土

砂災害から町民の安全を確保するために、下記の関連した取組を推進します。 

・災害危険箇所の的確な把握及び地域防災計画の見直し・改善 

・防災体制の充実(防災意識の啓発) 

・避難行動要支援者名簿の更新及び自主防災組織による避難支援計画等の作成支援 

・地域住民への周知、避難訓練の実施等 

[行政] [町民] 

 

(全自主防災組織に対する地区別防災計画の説明及び作成に関する啓発 

0%(H27)→100%(H31)) 

(消防団、自主防災会に対する水防訓練                     継続) 
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(土砂災害危険地域の住民に対する訓練                     継続)  

(上記訓練への自主防災会の参加                        継続)  

 

【農業水利施設の老朽化・機能向上対策と地域の排水強化対策】 

〇集中豪雨等により、集落や農地等へ浸水し、被害が拡大する恐れがあります。このため、町

は、機能低下した農業用排水施設等の整備・補強事業を推進します。[行政] 

・土地改良事業、農業用ため池耐震事業の推進 

 

(ため池の耐震化                                           25%(H27)→100%(H34)) 

 

1－4 情報伝達の不備や災害に対する意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発

生 

【災害関連情報の伝達手段の多様化】 

〇町は、震災、風水害、異常降雨等多様な災害関連情報を迅速かつ確実に伝達するため、防災

行政無線、災害情報共有システム（Ｌアラート）、エリアメール、緊急速報メール、登録制

メール（金太郎メール）など多様化に努めています。情報インフラ等の環境の変化に応じ

て、さらに効果的な情報伝達手段を構築するとともに、情報伝達訓練の実施により、システ

ムの検証と町民への周知を図ります。[行政] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→ 60%(H31)) 

(災害対策本部における衛星携帯電話の整備           100%(H25)→100%(H34)) 

 

【防災意識の向上】 

〇自然災害による被害を軽減するためには、町民一人ひとりが自分の住んでいる地域の危険度

を把握した上で、災害関連情報を正しく理解し、的確な避難行動を迅速に行うことが重要で

す。このため、町は、防災セミナー、出前講座の開催や広報誌等を活用した啓発活動、各種

災害を想定した防災訓練等多様な対策を実施するとともに、各中学校区での防災教育連絡

会、学校の通学合宿等での防災講話など、各種機会を活用し防災意識の向上を図ります。

[町民] [行政] 

 

 (町立幼稚園、小・中学校（3地区）と地域が連携した「防災教育推進のための連絡会議」

の開催                              100%(H24)→継続) 

(町立幼稚園、小・中学校（3地区）と地域が連携した防災活動（防災訓練）の実施 

100%(H24)→継続) 

(自主防災会役員または防災士の女性がいる区の率       27.5%(H26)→100%(H34)) 

(男女共同参画の視点を入れた防災講座の開催            100%(H26)→継続) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→60%(H34)) 

 

【地域防災訓練の充実・強化】  

〇町は、地域の防災体制の確立、地域防災力の向上及び町民の防災意識の向上を図るため、Ｄ

ＩＧ、ＨＵＧ，イメージＴＥＮなどを取り入れ、各孤立地域、地区の避難マップとそれに基

づく訓練や各自主防協働による合同訓練等により、避難行動要支援者及び児童・生徒も含め

た町民の地域防災訓練への参画を促進します。[町民] [行政] 

 

(自主防災組織における地域防災訓練の実施率            100%(H24)→継続) 

(小・中学生の地域防災訓練への参加率               100%(H24)→継続) 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

 

〇防災行政無線（固定系）は、各家庭における災害発生時の重要な情報受信設備です。町は、

確実な避難誘導を行うため、戸別受信機のデジタル化を推進します。[行政] 
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(防災行政無線（固定系）のデジタル化              0%（H26）→25%(H31)) 

※H36には 100%完了予定 

 

〇デジタル化された消防救急無線は、災害発生時の重要な情報受発信設備であるため、継続的

に維持・管理を行います。[行政] 

 

(消防救急無線のデジタル化                    100%(H27)→継続) 

 

【緊急車両の進入路・避難路の整備】 

〇町は、災害時における広域避難地・一次避難地への避難路となる道路の整備を推進します。

[行政] 

・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)) 

 

２．大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない

場合の必要な対応を含む） 

2‐1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

【食料・飲料水等の備蓄促進】 

○町では、食料等の緊急物資の備蓄を促進するとともに、町民に対して 7 日以上の食料、飲料

水の備蓄を呼びかけているが、ほとんどの家庭では不十分な状況です。町は、様々な機会を

捉えて、日常生活で準備できる備蓄方法などの周知などを行い、在宅避難者への対応を含め

て備蓄率の向上を図っていきます。[町民] [行政] 

○事業所においては、遠距離通勤の従業員等を事業所内に留めておくことができるよう、必要

な備蓄を推進します。[民間] 

○学校においては、児童・生徒が学校にとどまる場合に備え、食料・飲料水の備蓄を推進しま

す。[行政] 

 

(７日以上の食料を備蓄している町民の割合           4.2%(H24)→100%(H34)) 

(７日以上の飲料水を備蓄している町民の割合         10.9%(H24)→100%(H34)) 

(飲料水・食料を備蓄している事業所の割合          24.9%(H24)→100%(H34)) 

(町の緊急物資（食料）の備蓄量               41.0%(H24)→100%(H34)) 

(町の緊急物資（食料以外）の備蓄量             40.7%(H24)→100%(H31)) 

 

【救援物資受け入れ体制の整備】 

〇町は、県の受援計画及び町の地域防災計画に基づく救援物資の受け入れ体制について、訓練

等を通じて検証を行います。また、災害時応援協定を締結する民間団体、事業所等との情報

交換や連絡窓口等の確認を定期的に行い、必要に応じて協定内容の見直しを行うなど、連携

体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【応急給水体制の整備】 

〇日本水道協会や県、また東部 4 市 2 町の水道災害時における応援対策及び復旧対策を円滑に

遂行するため、相互応援の確立を目的とした協定があります。町は、情報交換や訓練を実施

し、連携体制の一層の強化を図ります。[行政] 

 

(水道災害時に、給水応援・復旧対策に対する協定の締結       100%(H26)→継続) 
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【都市公園等の避難地としての防災機能強化】 

〇都市公園等は、緊急時の避難地など防災上重要な機能を果たすことから、適切に保全、活用

しオープンスペースの確保を図ります。[行政] 

・住宅・建築物安全ストック形成事業（豊門会館耐震補強事業）の推進 

・集約促進・歴史的風致形成推進事業（豊門会館整備事業）の推進 

 

(町民一人当たりの都市公園面積            5.6㎡/人(H26)→5.8 ㎡/人(H31)) 

 

【都市計画道路の整備】 

〇町は、都市計画道路整備事業による高規格幹線道路等との道路ネットワークの構築を促進

し、防災上、安全で快適な生活道路の確保を図ります。[行政]  

・街路事業（（都）大胡田用沢線整備事業）の推進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)) 

 

2－2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

【孤立地域における通信手段の確保、ヘリ誘導訓練の実施】 

〇道路の寸断等により孤立する場合に備え、行政と各区の双方向の通信手段を確保するととも

に、ヘリコプターの誘導訓練の実施を図ります。[行政] 

 

(双方向の通信手段である防災行政無線(移動系)の全地区への設置率   100%(H26)→継続) 

(孤立地域（８集落）におけるヘリ誘導訓練の実施           0%(H24)→100%(H31)) 

 

【橋梁等の長寿命化】 

〇町は、災害時における孤立地域の発生を防ぐ幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推

進します。[行政] 

・道路構造物長寿命化事業の推進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)) 

 

【迂回路となりうる林道の整備、維持・管理】 

〇幹線道路等の通行不能により、孤立地域が発生する恐れがあります。このため、町は、迂回

路、避難路等の役割が期待される林道の整備、維持・管理を推進します。[行政] 

・林道整備事業の推進、山村道路網整備事業の促進 

 

(迂回路の役割が期待させる林道について、必要な情報が記載された調書の作成率 

0%(H27)→100%(H31)) 

 

【都市公園等の輸送拠点としての防災機能強化】 

〇都市公園等は、孤立地域における緊急患者や緊急物資の輸送拠点として、防災上重要な機能

を果たすことから、適切に保全、活用しオープンスペースの確保を図ります。[行政] 

・住宅・建築物安全ストック形成事業（豊門会館耐震補強事業）の推進 

・集約促進・歴史的風致形成推進事業（豊門会館整備事業）の推進 

 

(町民一人当たりの都市公園面積            5.6㎡/人(H26)→5.8 ㎡/人(H31)) 
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2－3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

【自衛隊、警察、消防等との連携強化】 

〇町は、災害時の支援を効果的に受け入れるため、各種訓練での協働、連絡会議等での意見交

換等を行うことにより、連携及び受援体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【地域防災力の充実・強化】 

〇広域災害では、支援の遅れや不足が生じることが想定されることから、地域の防災力の充

実・強化を図る必要があります。このため、町は、防災資機材の整備を進めるとともに、自

主防災組織を中心に地域の住民や学校、事業所などと協力し、防災訓練や人材の育成・活用

などの取り組みを促進します。[町民] [民間] [行政] 

 

(1名以上の防災士を配置する行政区数               45%(H26)→75%(H34)) 

(自主防災リーダー研修（年 2回）                 100%(H24)→継続) 

(自主防災組織（40組織）の資機材充実)                        継続) 

 

【消防団員の能力向上】 

〇消防団の防災活動が、地域住民の命を守る上で重要な役割を担っていることから、町は、能

力向上のために各種災害を想定した訓練を推進します。消防団員は、積極的に訓練に参加

し、能力の向上に努めます。[町民][行政] 

 

(幹部教育・専科教育・指導員研修                 100%(H27)→ 継続) 

 

【消防施設・設備の整備】 

〇消防団の防災活動が、地域住民の命を守る上で重要な役割を担っていることから、町は、老

朽化した消防団車庫詰所(1分団、7分団)の改築や耐震性貯水槽の整備を図ります。[行政] 

 

(老朽化した車庫詰所の改築（1分団、7分団）            71%(H27)→86%(H34)) 

(耐震性貯水槽の整備                       75%(H26)→80%(H31)) 

 

2－4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

【ライフライン機関との連携強化】 

〇町は、エネルギー供給の長期途絶の回避及び被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡

会議等での情報交換や訓練を実施し、連携体制を強化します。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

 

2－5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食糧等の供給不足 

【事業所等における緊急物資備蓄、帰宅困難者対応のための協定締結】 

〇帰宅困難者を極力発生させないため、交通機関や観光施設、事業所等においては、当面の

間、その施設や事業所内に利用者や従業員及び観光客等を留めておくことが必要となりま

す。このため、町は、事業所等との協定締結を推進し、観光客等への飲料水や食料等の備

蓄、一時的な避難所の確保に努めます。[行政] [民間] 

 

(民間事業者との協定締結                        24件(H26)) 

※今後、必要な事業所と協定を締結していく。 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 
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【道の駅の防災拠点化】 

〇町は、観光客等の一時滞留者が当面の間留まることができるよう、駐車場の拡幅、防災備品

の備蓄及び防災情報の提供などの施設の充実を促進します。[行政]  

 

(道の駅「ふじおやま」・「すばしり」の防災拠点化        0%(H24)→100%(H31)) 

 

2－6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

【災害時医療救援体制の整備】 

〇町は、有事に備え、災害医療コーディネーター及び災害薬事コーディネーターとの連絡調整

の体制を強化します。また、医師会、歯科医師会及び薬剤師会をはじめ、災害拠点病院と災

害時の医療救護体制の強化や医師や看護師派遣による人材確保等を図ります。[行政] [民

間] 

 

(医療救護訓練回数                  年 1回(H27)→年 1回以上(H34)) 

(救護所資機材の更新・充実                    100%(H27)→継続) 

(救護病院(2病院)における広域搬送トリアージ基準を用いた訓練の実施率 

100%(H25)→継続) 

【DMATなどの受援体制の整備及び県の災害拠点病院との連絡体制の整備】 

〇町内の病院の被災及び医師の不足などが予想されるため、町は、DMAT の受援体制の整備及

び県の災害拠点病院との連絡体制の整備を図ります。[行政] [民間] 

 

(地震対策オペレーションにて救護班要請訓練の実施         100%(H27)→継続) 

 

2－7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

【防疫体制の整備、県災害時健康支援マニュアルの活用、感染症予防啓発】 

〇町は、感染症の発生防止・防疫対策に速やかに取り組めるよう、県や他市町と連携し、広域

的に対応できる支援体制を整備します。また、被災地において感染症予防の啓発等を速やか

に実施できるよう、県マニュアルに基づき、町のマニュアルを整備します。[行政] 

 

(予防接種率                 MR1期 99.2%／MR2期 98.4%(H26)→100%(H34)) 

 

2－8 避難所が適切に運営できず避難者の安全確保ができない事態 

【避難所の安全確保】 

〇町及び自主防災会は、避難者の安全の確保を図るため、避難所等建物の応急危険度判定の体

制を強化するとともに、天井落下防止、非常電源を確保するほか、避難所運営体制の整備を

図ります。[行政] [町民] [民間] 

 

(避難所の天井落下防止基準適合率                 100%(H24)→継続) 

(災害危機管理に対する満足度                  51%(H26)→60%(H34)) 

(地域住民・防災担当者・学校との連絡会議実施率          100%(H24)→継続) 

(避難所等への発電機の整備                    100%(H24)→継続) 

(避難所（10施設）で使用する資機材等を収納する防災倉庫を整備  60%(H24)→100%(H34)) 

 

【福祉避難所の指定及び施設の充実】 

〇町は、高齢者、障害のある人、乳幼児、妊産婦その他特に配慮を要する者（要配慮者）を避

難させる「福祉避難所」として、社会福祉施設等と協定を締結するとともに、介護ロボット

の導入等、施設の充実を促進します。また、健康福祉会館の福祉避難所としての更なる機能

充実を図ります。[行政] [民間] 

 

(福祉避難所マニュアルの作成                  0%(H24)→100%(H31)) 

  (福祉避難所の介護ロボット導入台数              0台(H26)→4台(H31)) 
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【避難所として指定された町の公共施設の機能の充実】  

〇町は、避難所としての機能の充実を図るため、施設の老朽箇所の改修、情報機能や生活関連

施設等を整備します。[行政] 

 

(避難所の老朽箇所等の改修) 

(情報機器の整備(Wi-Fi・BSアンテナ)                      33%・55%(H26)→100%(H34)) 

 

【自主防災組織による避難所運営能力の向上】 

〇自主防災組織は、避難者の安全確保のため、DIG 等の訓練を推進し、防犯対策を含めた避難

所運営能力の向上を図ります。町は、これら訓練の支援を実施します。[町民] [行政] 

 

(避難所運営訓練の毎年実施) 

 

【動物救護体制の整備】 

〇町は、災害時におけるペットの保護のため、動物救護体制の整備、同行避難時に必要なペッ

ト用品の備蓄などの啓発を図ります。[町民] [民間] [行政] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合                          

51%(H26)→ 60%(H31)) 

 

2－9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 

【道の駅の防災拠点化】 

〇大規模広域災害時においては、東名・新東名高速道路及び国道 246 号、国道 138 号は、受援

物資、応援部隊等の重要な進出経路です。町は、効果的な受援体制を確立するために、道の

駅「ふじおやま」、道の駅「すばしり」を広域防災拠点としての整備を促進します。[行政] 

[民間] 

 

(道の駅「ふじおやま」・「すばしり」の防災拠点化             0%(H24)→100%(H34)) 

 

【幹線道路や都市計画道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕】 

〇町は、救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態を防ぐため、幹線道路の整備及び橋

梁等の長寿命化修繕の推進を図ります。また、都市計画道路再検証結果をもとに都市計画道

路の整備事業を推進するとともに、高規格幹線道路等との道路ネットワークを構築し、安

全で快適な生活道路の確保を図ります。[行政] 

・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

・プロジェクト TOKAI－０（小山町ブロック塀等耐震改修事業）の推進 

・街路事業（（都）大胡田用沢線整備事業）の推進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合          29%(H26)→50%(H31)) 

 

【道路啓開体制の整備】 

〇町は、緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関との連携により、情報収集・共

有・提供などのほか、事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）策定の促進をし、必要な体制整備を

図ります。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→ 60%(H31)) 
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 【ヘリポートの活用に関する検証】 

〇緊急輸送路が途絶した場合において、ヘリコプターを有効に運用するため、町は、災害時に

使用するヘリポートの活用について、訓練等により検証を行います。[行政] 

 

(拠点ヘリポート離発着訓練                      100%(H25)→継続) 

(孤立地域（８集落）におけるヘリ誘導訓練の実施          0%(H24)→100%(H31)) 

 

【災害時応援協定を締結する事業所との連携強化】 

〇町は、道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結している事業所

等との意見交換、連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容につい

て見直しを行うなど、連携体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(民間事業者との協定締結                        24件(H26)→継続)  

 

【迂回路となりうる林道の整備、維持・管理】 

〇幹線道路等の通行不能により、救急・救命活動や支援物資の輸送ができない恐れがありま

す。このため、町は、迂回路、避難路等の役割が期待される林道の整備、維持・管理を推進

します。[行政] 

 

(迂回路の役割が期待される林道について、必要な情報が記載された調書の作成率 

0%(H27)→100%(H31)) 

 

３．大規模自然災害発生直後から 必要不可欠な行政機能は確保する 

3－1 町の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

【町の防災拠点庁舎等の安全性の確保、防災機能の強化】 

〇町は、防災拠点庁舎の更なる耐震性の強化を図るため、役場本庁舎の建替えや耐震補強を検

討するとともに、地震に備えた事務機器等の固定などの安全性確保を実施します。また、必

要な機能を維持するため、非常用発電機の 72 時間稼働に必要な燃料の確保及び再生可能エ

ネルギー等の導入の検討を行います。[行政] 

 

(町の防災拠点（10施設）における非常電源の整備         30%(H24)→100%(H34)) 

 

【町の業務継続に必要な体制整備】 

〇町は、業務継続計画（ＢＣＰ）を作成し、検証を行い、業務継続に必要な体制の整備を図り

ます。[行政] 

 

(町職員のための備蓄                         50% (H26)  →100%(H34)) 

 

【各種実践的訓練の実施】 

〇町は、危機対策にあたる要員を対象に、年間を通じて計画的に各種実践的な訓練を行うこと

により、災害対策業務の習熟を図ります。[行政] 

(継続実施) 

【幹線道路整備・橋梁長寿命化修繕】 

〇町は、幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進することにより、各避難所等の防災

拠点へのルートを確保します。[行政] 

・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

・街路事業（（都）大胡田用沢線整備事業）の推進 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合           29%(H26)→50%(H31)) 
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3－2 被災者へのきめ細かな支援の不足による心身の健康被害の発生 

【被災者の健康支援体制の整備】 

〇町は、健康支援活動方針の決定、体制整備、方面本部への支援要請、関係機関・関係職種と

連携による活動を推進します。[行政] 

 

(災害時健康支援マニュアルの見直し                 100%(H25)→継続) 

(被災者の心のケア対策の啓発                    100%(H25)→継続) 

 

【災害ボランティアの円滑な受け入れ】 

〇町は、避難者等へのきめ細かな支援を行うボランティアを円滑に受け入れるため、社会福祉

協議会と連携し、災害ボランティア・コーディネーターの養成を推進し、訓練等を通じ、町

災害ボランティア本部等との連携体制の強化を図ります。[行政]［町民］ 

 

(災害ボランティアによる図上訓練などの研修を年 1回以上      0%(H24)→100%(H34)) 

(町民から活動可能なボランティア・コーディネーターを育成     0%(H24)→100%(H34)) 

 

【遺体の適切な対応】 

〇町は、遺体に関して、適切な対応を行うため、遺体処理計画の見直しや広域火葬体制の整備

を図ります。[行政] 

 

(遺体処理計画の随時見直し                    100%(H24)→継続) 

(町広域火葬共同体制による防災訓練への参加           0%(H24)→100%(H34)) 

 

４．大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

4－1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

【防災拠点庁舎における非常電源・燃料の確保】 

〇町は、防災拠点庁舎における防災行政無線等の情報通信施設の機能を維持するため、非常用

発電機の 72 時間稼働に必要な燃料の確保及び再生可能エネルギー等の導入の検討を行いま

す。また、町内の防災拠点 10施設における、非常電源の整備を促進します。[行政] 

 

(町の防災拠点（10施設）における非常電源の整備         30%(H24)→100%(H34)) 

 

【相互応援協定市町及び通信事業者との連携】 

〇町は、電力又は情報システムの復旧までの間、相互応援協定市町及び通信事業者との連携に

より、必要な情報の収集及び代行発信が可能となる体制の整備を図ります。[行政][民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【ふじのくに防災情報共有システムの適切な管理や操作の習熟】 

〇町は、災害時における県・関係機関等と情報を共有できる体制を維持するため、「ふじのく

に防災情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）」を導入しています。県の研修等への参加や、

関係機関と連携して防災訓練を実施することにより、システムの管理や操作の更なる習熟を

図ります。[行政] 

 

(職員研修参加率                          100%(H26)→継続) 

 

4－2 テレビ・ラジオ放送の中継停止等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

【災害情報伝達手段の多様化】 

〇民間事業者は、テレビ・ラジオ放送の中継機能の強化に努め、町は、中継が停止した際に

も、町民等に対して災害関連情報の提供ができるよう、災害情報共有システム（Ｌアラー

ト）や緊急速報メールの活用を促進します。[民間] [行政] 
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(情報機器の整備(Wi-Fi・BSアンテナ)            33%・55%(H26)→100%(H34)) 

 

【防災行政無線(固定系)のデジタル化】 

〇防災行政無線（固定系）は、各家庭における、災害発生時の重要な情報受信設備です。町

は、正確な災害状況等の伝達を行うため、デジタル化を推進します。[行政] 

 

(防災行政無線（固定系）のデジタル化               0%(H26)→25%(H31)) 

※H36には 100%完了予定 

 

５．大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥ら

せない 

5－1 サプライチェーンの寸断等による社会経済活動の停止、生産力の低下 

【事業継続計画の策定及び促進啓発】 

〇民間事業者等は、サプライチェーンが長期間にわたり中断した場合においても、企業の経済

活動や生産力の維持を可能にするため、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や見直しに努め、町

はその促進啓発を図ります。[民間] [行政] 

 

(事業所(100人以上)の事業継続計画(ＢＣＰ)策定率           29%(H24)→80%(H31)) 

 

5－2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

【事業継続に必要なエネルギーの確保】 

〇民間事業者等は、策定した事業継続計画（ＢＣＰ）により、事業継続に必要なエネルギーを

確保し、早期に経済活動が再開できる体制の整備に努めます。[民間] 

 

(事業所(100人以上)の事業継続計画(ＢＣＰ)策定率            29%(H24)→80%(H31)) 

 

【小山町「内陸フロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇町は、木質バイオマスと太陽光のハイブリッド発電施設整備を促進し、有事の際には隣接す

る工業団地等へ電力供給をする仕組みを構築します。[行政] [民間] 

 

(施設整備率                           0%(H26)→100%(H31)) 

 

5－3 食料等の安定供給の停滞 

【食品等の販売・生産事業者及び流通事業者との連携強化】 

〇町は、食料等の安定供給を図るため、食品等の販売・生産事業者及び流通事業者との連携の

強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(食品関係の協定事業者数                   2社(H26)→継続・強化) 

【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇町は、内陸フロンティア推進区域における農業生産事業者、食品加工事業者と防災協定を締

結し、有事における食料品の供給体制の整備を図ります。[行政] [民間] 

(指標無し) 

 

６．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、 

燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

6－1 電気、石油・ＬＰガスの長期間にわたる供給の停止 

【ライフライン機関との連携強化】 

〇町は、エネルギー供給の長期途絶の回避及び被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡

会議等での情報交換や訓練を実施し、連携体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→ 60%(H31)) 
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【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来(みらい)拠点事業】 

〇分散自立的型エネルギーシステムの構築により、民間事業者が、発電施設に非常用電源用コ

ンセントとＰＨＶ車充電器を設置するほか、指定避難所 10 カ所と役場庁舎にリチウムイオ

ン蓄電池を無償提供することで、町は、有事の際の必要電源の確保を図ります。 [民間] 

[行政] 

 

(企業進出数                         0社(H27)→10社(H31)) 

 

6－2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

【災害時応援協定を締結する市町及び事業所との連携強化】 

〇町は、飲料水等の安定供給のため、災害時応援協定を締結する市町及び事業所等との意見交

換、連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定を内容について見直しを行

うなど、連携体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合 51%(H26)→ 60%(H31)) 

 

【上水道施設の耐震化等】 

〇町は、災害時における上水道の機能確保を図るため、水道の取水施設（水源）、配水池や水

道本管の耐震化を促進します。[行政] 

 

(配水池の耐震化率                     60.9%(H26)→70.9%(H31)) 

(水道本管の耐震化率                     19.7%(H26)→25%(H31)) 

(重要な水源へ自家発電設備の整備                  7ヶ所(H26)→継続) 

 

6－3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

【下水道施設の耐震化等】 

〇町は、災害時における公衆衛生問題等の発生を防止するため、下水道施設の耐震化等を図り

ます。 [行政] 

 

(須走浄化センターの耐震化ランク                 Ⅰａ(H26)対応済) 

(須走浄化センターへ自家発電設備の整備                100%(H26)→継続) 

(下水道本管の耐震化率                      100%(H26)→継続) 

 

6－4 地域交通ネットワークが分断する事態 

【幹線道路整備・橋梁長寿命化修繕】 

〇町は、幹線道路の整備及び橋梁等の長寿命化修繕を推進することにより、避難時のルートを

確保します。また、狭隘町道において緊急車両の通行が可能となるよう、幅員を確保しま

す。[行政] 

・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)) 

 

【迂回路となりうる都市計画道路や林道の整備、維持・管理】 

〇町は、都市計画道路整備を行うことにより、高規格幹線道路等との道路ネットワークを構築

することで、防災上、安全で快適な生活道路の確保を図ります。また、迂回路、避難路等の

役割が期待される林道の整備、維持・管理を推進します。[行政] 

・街路事業（（都）大胡田用沢線整備事業）の推進 
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(迂回路の役割が期待させる林道について、必要な情報が記載された調書の作成率 

0%(H27)→100%(H31)) 

 

【道路啓開体制の整備】 

〇町は、緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関との連携により、情報収集・共

有・提供など必要な体制整備を図ります。[行政] [民間] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合   51%(H26)→ 60%(H31)) 

  

【災害時応援協定を締結する事業所等との連携強化】 

〇町は、道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結している事業所

等との意見交換、連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容につい

て見直しを行うなど、連携体制の強化を図ります。[行政] [民間] 

 

(民間事業者との協定締結                     24件(H26)→継続)  

 

6－5 信号機の全面停止等による重大交通事故の多発 

【安全・安心な道路網の整備】 

〇町は、信号機のない環状交差点（ラウンドアバウト）の整備を事業計画として推進すること

により、災害発生時における交差点内での事故防止を図ります。[行政] 

 

(環状交差点（ラウンドアバウト）の整備          0箇所(H26)→0箇所(H31)) 

※H32 １箇所設置予定 

 

【災害時における交通モラルの啓発】 

〇災害時は、運転手や歩行者などの交通モラルがさらに重要となります。町は、平時から交通

モラルを啓発することにより、災害時における信号機の全面停止等による重大交通事故の防

止を図ります。[町民] [民間] [行政] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合  51%(H26)→60%(H31)) 

 

７．制御不能な二次災害を発生させない  

7－1 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

【観光業、農業等の需要回復に向けた正確な情報発信】 

〇町は、災害発生時における消費者の過剰反応による風評被害を防ぐため、正確な被害情報を

収集し、迅速かつ的確に提供するとともに、関係機関等と連携し、町内農産物の販売促進や

観光客の誘客など積極的な対策を講じます。[行政] [民間] 

 

(正確な情報収集と的確な情報発信                80%(H27)→100%(H34)) 

 

7－2 貯水池、ため池の損壊・機能不全による二次災害の発生 

【貯水池、ため池の老朽化対策・機能強化】 

〇町は、東京電力と貯水池の監視・連絡体制の強化を図ります。また、農業用ため池が機能低

下等により決壊した場合には、浸水被害が拡大する恐れがあるため、機能低下したため池の

整備・補強の促進を図ります。[民間][行政] 

・農業用ため池耐震事業の推進 

 

(ため池の点検・診断の実施割合                 67%(H27)→100%(H32)) 
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7－3 森林等の荒廃による被害の拡大 

【森林の適正な整備・治山対策】 

〇森林整備の遅れにより、森林の有する国土保全機能（土砂流出防止、洪水緩和等）が損なわ

れる恐れがあり、山地災害の発生リスクの高まりが懸念されます。このため、町は、鳥獣害

対策を徹底したうえで、間伐や荒廃した森林の再生等、総合的かつ効果的な治山対策を推進

します。[行政] 

・有害鳥獣対策事業、林道整備事業、治山事業の推進 

・民有林直轄治山事業の促進 

 

(山地災害を防止するための森林の整備率（町有林直営地）     48%(H27)→80%(H34)) 

(山地災害の安全対策が必要な地区の整備率            72%(H27)→90%(H34)) 

 

８．大規模自然災害発生後であっ ても、地域社会・経済が迅速に 再建・回復できる条件を整備

する 

8－1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【災害廃棄物処理基本計画の策定】 

〇町は、災害時に大量発生する廃棄物の処理を円滑に行うため、早急に災害廃棄物処理基本計

画を策定するとともに事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進します。[行政] [民

間] 

 (災害廃棄物処理基本計画の策定                             0%(H26)→100%(H31)) 

※H28 計画策定予定 

 

8－2 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【地域における防災人材の育成・活用】 

〇地域のコミュニティにおける防災力の充実・強化を図る必要があります。このため、町は、

地域の防災用資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織を中心に地域の住民や学校、事

業所などが協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取り組みを促進します。[町民][民

間][行政] 

 

(「地域に安心できる防災の仕組みがある」と回答する町民の割合   51%(H26)→60%(H31)) 

 

【生活安全環境の整備・指導の実施】 

〇町は、町民等と協働により、小山町生活安全のまちづくり推進協議会の活動に取組み、災害

発生時等の治安悪化防止を図ります。[町民][民間][行政] 

 

(各地区防犯連絡協議会の事業の支援（事務局）           3団体(H26)→継続) 

 

【犯罪の未然防止】 

〇町は、被災後の犯罪を未然に防止するため、防災連絡協議会や自主防災組織、消防団等によ

る巡回を強化します。また、防犯灯や防犯カメラなどの整備・充実を図ります。 [行政] 

[町民] 

 

(防犯灯の新設数                      10基(H26)→12基(H31)) 

 

【同報無線や防犯情報メールによる情報発信】 

〇町は、犯罪発生情報を迅速に発信し、町民の防犯意識の向上を図ります。[行政] [町民] 

 

(メール受信登録者数                   0人(H26)→1,000人(H31)) 

(防災行政無線（固定系）のデジタル化               0%(H26)→25%(H31)) 

※H36には 100%完了予定 
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8－3 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【幹線道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕】 

〇町は、速やかな復旧・復興を実施するため、幹線道路の整備及び橋梁の長寿命化修繕の推進

を図ります。[行政] 

・町道整備事業、公共道路整備事業、道路構造物長寿命化事業の推進 

 ・県道足柄峠線の整備促進 

・県道バイパス（東名竹之下橋～県道沼津小山線吉久保地先間）の計画促進 

・国道２４６号 視距改良及び４車線化の促進 

・街路事業（（都）大胡田用沢線整備事業）の推進 

 

(「道路網が便利で快適である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)) 

 

8－4 被災者の住居や職の確保ができず生活再建が大幅に遅れる事態 

【計画的で効率的な土地利用の推進】 

〇町は、市街化区域内の未利用地を把握し、有効活用に結び付けるとともに、民間活力による

適正な土地利用を推進し、生活基盤の確保を図ります。 [行政][民間] 

 ・菅沼地区土地区画整理事業、落合地区整備事業の推進 

 

(「計画的な土地利用が行われている」と回答する町民の割合     25%(H26)→50%(H31)) 

 

【町営住宅等長寿命化計画に基づく町営住宅の活用】 

〇町は、個別改善が実施され長寿命化が図られた町営住宅において空き家がある場合、被災者

に対し優先的に賃貸し、生活再建の促進に努めます。 [行政] 

・公営住宅整備事業（南藤曲団地建設事業、小山町営住宅等長寿命化事業）の推進 

 

(長寿命化対応がされた住棟率                    4%(H24)→65%(H34)) 

 

【被災者の雇用対策の実施】 

〇町は、事業所の事業継続計画（ＢＣＰ）の作成を促進するとともに、企業懇話会等及びハロ

ーワークなどの関係機関との連携を強化し、早期復職を図ります。 [行政][民間] 

 

(事業継続計画の作成促進                    30%(H27)→50%(H34)) 

 

8－5 応急仮設住宅等の住居確保対策の遅延による避難生活の長期化 

【発災後の仮設住宅用敷地の早期確保】 

〇町は、被災者の避難所生活の早期解消のため、平素からの情報共有により仮設住宅用建設適

地を把握し、発災後に速やかな敷地の確保を図ります。[行政] 

 

(仮設住宅用敷地確保等の検討) 

(小山町応急仮設住宅整備計画・事業) 

 

 

【町営住宅等長寿命化計画に基づく町営住宅の活用】 

〇町は、個別改善が実施され長寿命化が図られた町営住宅において空き家がある場合、被災者

に対して優先的に賃貸し、避難生活が長期化した場合の住居の確保に努めます。 [行政] 

・公営住宅整備事業（南藤曲団地建設事業、小山町営住宅等長寿命化事業）の推進 

 

(長寿命化対応がされた住棟率                   4%(H24)→65%(H34)) 
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９．防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくり 

9－1 企業・住民の流出等による地域活力の低下 

【小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来（みらい）拠点事業】 

○町は、「有事に備えた取組が平時における産業振興や地域活性化に寄与」するような工業団

地等の整備を行い、有事に強い産業基盤の構築を図るとともに、大規模災害に係る復旧・復

興段階をも事前に見据えた、安全・安心で魅力ある地域づくりを推進します。 

 

① 再生可能エネルギーを活用した産業拠点整備事業推進区域（湯船原地区） 

② （仮称）小山パーキングエリア・スマートインターを活用した地域産業集積事業推進区

域 

③ 東名高速道路足柄サービスエリア周辺を広域都市交流拠点とした土地利用 事業推進区

域 

④ 生活と自然が調和した「富士小山わさび平地区」推進区域 

⑤ 南藤曲地区「家・庭一体の住まいづくり」推進区域 

⑥ 富士山の眺望を生かした駿河小山駅周辺活性化事業推進区域 

⑦ 富士山に抱かれた須走周辺地区観光活性化事業推進区域 

[行政][民間] 

 

(企業進出数                         0社(H27)→10社(H31)) 

 

【良質な宅地供給】 

○町は、良質な宅地を供給し、安心して生活ができるよう、宅地造成事業を推進します。 

[行政] 

 

(町による宅地分譲数                   8区画(H26)→43区画(H31)) 

 

【地域コミュニティの活性化の推進】 

○町民がまちに愛着と誇りを持ち、将来に夢や希望が持てるよう、町は町内５地域（各小学校

区）における公益的な地域活動を支援し、町民と協働で地域コミュニティの活性化を推進し

ます。[町民] [民間] [行政]   

・菅沼地区土地区画整理事業、落合地区整備事業の推進 

 

(「地域コミュニティが活発である」と回答する町民の割合      29%(H26)→50%(H31)） 
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第４章   計画の推進 

 

１ 町の他の計画等の見直し 

 

本計画は、国土強靱化に係る町の他の計画等の指針となるべきものである。 

本町の地域防災計画や国土利用計画等、国土強靱化に関する他の計画等を見直しする際には、

本計画の内容を基本として行うものとする。 

 

２ 本計画の見直し 

 

  本計画は、小山町総合計画と整合をとるため、総合計画基本計画の計画期間である平成２８年度か

ら平成３１年度の４年間とし、４年ごとに社会情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮し、評価の見直

しを行うこととする。また国のアクションプランや県国土強靱化地域計画等の動向を踏まえ、必要に応じ

て変更の検討を行うこととする。 

 

３ 具体的な取組の推進 

 

 本計画に基づく具体的な取組については、「総合計画」、「地域防災計画」、「地震対策アクションプ

ログラム」等の計画に基づき、第３章「国土強靱化のためのプログラム推進計画」に記載の各項目につ

いて計画的に推進するために、定期的に調査を実施し、進捗管理、評価等を行い必要に応じ取組み

の手法や目標等の見直しを行っていく。 

 

４ プログラムの推進 

 

（１） 行政、町民、民間による協働の推進 

 プログラムの推進にあたっては、行政のみの取組によって推進できるものだけでなく、町民及び

民間事業所等が連携しなければ推進できない施策も多い。 

 このため、行政と町民及び民間事業所が協働してプログラムの推進に取り組むこととする。 

 

（２） 国、県、周辺自治体及び民間事業者等との連携 

 国土強靱化の取組を実効性のあるものとするため、町のみならず国、県、周辺自治体及

び関係機関、さらに町民と民間事業者等を含め、関係者が協働して取り組むこととする。 
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別紙 施策分野ごとの施策 

 

１ 施策分野 

 

個別施策分野を、以下のとおり町の総合計画における４つの基本目標に基づく分野ごととした。 

 

（１）環境・都市基盤  

（２）健康・福祉・危機管理 

（３）教育・文化・産業 

（４）広域連携・行財政運営・協働 

 

２ 施策分野ごとの施策 

 

第３章で示した主要施策を個別施策分野ごとに、以下のとおり整理した。 

 

（１）環境・都市基盤  

分野 施策 担当課 

環境 空き家等の適正管理 おやまで暮らそう課 

災害廃棄物処理基本計画の策定 総務課 

都市

基盤 

住宅の耐震化率向上 都市整備課 

都市公園の避難地としての防災機能強化 

都市計画道路の整備 

計画的で効率的な土地利用の推進 

町営住宅等長寿命化計画 おやまで暮らそう課 

上水道施設の耐震化等 上下水道課 

下水道施設の耐震化等 

応急給水体制の整備 

幹線道路整備・橋梁等長寿命化修繕 建設課 

普通河川対策 

避難路の整備 

便利で快適な道路網・情報網の整備（幹線道路の整備、橋梁

等長寿命化修繕） 

安全・安心な道路網の整備 

道路啓開体制の整備 建設課、防災課 

幹線道路や都市計画道路の整備、橋梁等の長寿命化修繕 建設課、都市整備課 

農林課 迂回路となりうる都市計画道路や林道の整備、維持・管理 
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（２）健康・福祉・危機管理 

分野 施策 担当課 

健康 災害時医療救援体制の整備 健康増進課 

DMATなどの受援体制の整備及び県の災害拠点病院との連絡体

制の整備 

防疫体制の整備、県災害時健康支援マニュアルの活用、感染

症予防啓発 

被災者の健康支援体制の整備 

福祉 避難行動要支援者避難支援プランの整備 住民福祉課、防災課 

福祉避難所指定及び施設の充実 

災害ボランティアの円滑な受け入れ 

危機

管理 

災害時における交通モラルの啓発 総務課 

生活安全環境の整備・指導の実施 

同報無線や防犯情報メールによる情報発信 町長戦略課、総務課 

遺体の適切な対応 総務課、防災課 

町の防災拠点庁舎等の安全性の確保、防災機能の強化 

防災拠点庁舎における非常電源・燃料の確保 

犯罪の未然防止 総務課、防災課 

小山消防署 

避難所の安全確保 生涯学習課、都市整

備課、住民福祉課、

防災課 

災害に強いまちづくり(急傾斜地崩壊防止対策) 建設課 

道路啓開体制の整備 建設課、防災課 

家具の転倒防止、ガラスの飛散防止等の家庭内対策 防災課 

避難行動要支援者の避難訓練の実施 

町内在住外国人対策の実施 

情報伝達体制の整備 

防災訓練の実施、避難計画の検証と住民への周知 

地域防災計画の整備・更新 

自主防災組織による地区防災計画作成の促進 

土砂災害に対する防災訓練の実施 

災害情報伝達手段の多様化、高度化 

防災意識の向上 

地域防災訓練の充実・強化 

食料・飲料水等の備蓄促進 

救援物資受け入れ体制の整備 

孤立地域における通信手段の確保、ヘリ誘導訓練の実施 

自衛隊、警察、消防等との連携強化 

地域防災力の充実・強化 

ライフライン機関との連携強化 

事業所等における緊急物資備蓄、帰宅困難者対応のための協

定締結 

道の駅の防災拠点化 

動物愛護体制の整備 

自主防災組織による避難所運営能力の向上 

ヘリポートの活用に関する検証 

災害時応援協定を締結する事業所等との連携強化 

各種実践的訓練の実施 

相互応援協定市町及び通信事業者との連携 
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分野 施策 担当課 

ふじのくに防災情報共有システムの適切な管理、システム研

修の実施 

災害情報伝達手段の多様化 

事業所等の事業継続計画（ＢＣＰ）作成の促進 

ライフライン機関との連携強化 

地域における防災人材の育成・活用 

発災後の仮設住宅敷地の早期確保 防災課、都市整備課 

町の業務継続に必要な体制整備 防災課、各課 

災害時応援協定を締結する市町及び事業所等との連携強化 防災課、上下水道課 

貯水池、ため池の老朽化対策・機能強化 防災課、農林課 

地域消防力の確保 小山消防署 

消防施設・設備の整備 

事業所の防災意識の向上、防災教育の充実 

事業所等の地震対策強化 

消防団員の能力向上 

消防救急無線の高度化 

 

（３）教育・文化・産業 

分野 施策 担当課 

教育 公立学校の校（園）舎等の耐震化 こども育成課 

避難所として指定された町の公共施設の機能の充実 こども育成課 

生涯学習課 

産業 小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における「三来(み

らい)拠点事業 

未来拠点課 

活気ある工業の振興 

（小山町「内陸のフロンティア」を拓く取組における三来

（みらい）拠点事業） 

森林の適正な整備 農林課 

治山対策 

農業水利施設の老朽化・機能向上対策と地域の排水強化対策 

迂回路となりうる都市計画道路や林道の整備、維持・管理 農林課、都市整備課 

観光業、農業等の需要回復に向けた正確な情報発信 農林課、商工観光課 

貯水池、ため池の老朽化対策・機能強化 防災課、農林課 

被災者の雇用対策の実施 商工観光課 

富士山須走口五合目の再整備 

事業所等の事業継続の促進啓発 
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（４）広域連携・行財政運営・協働 

分野 施策 担当課 

広域

連携 

ふじのくに防災情報共有システムの適正な管理、システム研

修の実施 

防災課 

災害時応援協定を締結する市町及び事業所等との連携強化 防災課、上下水道課 

行財

政運

営 

町の防災拠点庁舎等の安全性の確保、防災機能の強化 防災課、総務課 

防災拠点庁舎における非常電源・燃料の確保 

町の業務継続に必要な体制整備 防災課、各課 

避難所として指定された町の公共施設の機能の充実 こども育成課、生涯

学習課 

町有公共建設物(公立学校の校(園)舎・体育館等を除く)の耐

震化 

各所管課 

防災行政無線(固定系)のデジタル化 町長戦略課 

災害時における交通モラルの啓発 総務課 

協働 災害時応援協定を締結する事業所等との連携強化 防災課 

 


